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　日本の労働市場の特徴の一つに「終身雇用制」という概念に代表される長期

的で安定的な雇用形態がよく指摘される。裏返すとこれは，離職率が低い水準

で安定的であることを意味している。では，なぜ日本は諸外国と比べてこのよ

うな雇用形態を有しているのだろうか。あるいは，どのような過程で形成され

たのであろうか。この疑問に対して，特に近年多くの意欲的な研究がなされて ，

多くの示唆が与えられている 。Ｐ
ａｒｓｏｎｓ（１９７２），Ｏｈａｓｈ１ （１９８８）では，他の多

くの要因とともに賃金が有意に離職率に対して負の効果を持っていることを明

らかにしている。また，Ｈａｓｈｍｏｔｏ－Ｒ
ａ１ｓ１ａｎ（１９８５），Ｍｍｃｅｒ－Ｈ１ｇｕｃ

ｈ１（１９８８）
，

樋口（１９９１），ＭｃＬａｕｇ１ｍ（１９９１）らは潜在的な転職先と現在勤めている企業の

賃金格差が離職率を低めると結論づけている。しかし，日本の労働市場に対す

る研究の多くは主にデータの不備によっ て十分な研究とはなっ ていない。そこ

で本稿では，さまさまな統計的推測からデータの不備を可能な限りに克服し ，
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労働者の生涯期間にわたる効用最大化問題の最適解として長期雇用形態を表現
　　　　　　　１）
する事を試みる 。

　離職率は，一般に経済成長や景気循環といっ たマクロの状態，産業や企業規

模などの企業側の状態や性別，職種（ブルー・ カラー ホワイト ・カラーの別）
，

年齢，在職期問，学歴といっ た労働者の属性に広く依存している。しかし，利

用可能な公表されているデータではこのような細かい分類はなされていない 。

そのために従来の研究ではある程度集計された離職率を用いたりあるいは２ ，

３年間での離職率の動きのみに注目していた。しかし，たとえ年齢が同じ労働

者問であ っても在職期問が異なれは全く異なる離職行動を示すであろうし，た

とえ同じ産業であ っても企業規模が異なれば雇用形態も異なるであろう 。ある

いは，高度経済成長時代と安定成長時代では離職率の構造に変化が生じるかも

知れない。つまり ，可能な限り細かく分類された離職率を得る事は，それ自体

非常に重要である。本稿では，賃金センサスのデータから事前情報に基づくカ

ルマン ・フィルターによっ て１９６４年から１９８３年の問の製造業，企業規模別，男

子， 学歴別，年齢別，在職期問別，職種別の離職率の推定値を求める。ここで

推定される離職率は，ある１年間に勤めている企業をやめた労働者の比率で ，

この中には死亡 ・発病した者，転職者，失業者，非労働力化した者，解雇され

た者，同じ企業内の事業所問で移動した者，出向した者が混在している。以下

の分析では推定された離職率から死亡率は差し引くが，残りの死亡していない

離職した者は転職者として扱うことにする。なぜならば，対象としている労働

者が男子 ・常用労働者で失業もしくは非労働力化する程度が比較的に低いと思

われるからである。いずれにしても ，このように想定する事で分析は非常に容

易になる 。

　現在までの研究の中で，労働者が離職する理由として様々な要因がモデル化

され，分析されている。まず，死亡，疾病や事故あるいは企業の経営不振など

の労働者にとっ ては外生的な理由による離職と経済合理的に効用最大化行動の

結果としての内生的な理由による離職に大きく分けられる。後者には職場での

人問関係（Ａｋ・・１ｏｆｆ－Ｒｏ・・一Ｙ・１１・ｎ（１９８８））や ｏｎ －ｔｈｅ－ｊｏｂ ｓｅａｒｃｈの過程で好まし

　　　　　　　　　　　　　　　　（８３９）
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い賃金を提示する企業の確率（Ｏｈｋｕ．ａ－Ａ．１ｇａ－Ｂ．ｍｅｌｌｏ－Ｋ１ｓｈ１－Ｏｈｔ。（１９９０））など

種々のモデルが提示されている。本稿では，離職のコストが非常に大きい状況

では離職率が下がるであろう点に着目する。言い換えるならば，離職による機

会費用，つまり離職によっ て失われる生涯賃金の損失（または利得）から離職

を特徴づける。このことによっ て離職の理由を明示的にモテル化する事が避け

られ，より　般的な分析が行える。また，この１１ｆｅｔｍｅ　ｅａｍｍｇ－ｔｅｍｒｅ　ｐｒｏ丘１ｅ

は， Ｆ１ｍ　Ｓｐｅｃ１丘ｃ　Ｈｕｍａｎ　Ｃａｐ１ｔａ１から得られる将来の収益を表している。し

たがって，本稿では機会費用で測ったＦ１ｍ　Ｓｐｅｃ１丘ｃ　Ｈｕｍａｎ　Ｃａｐｌｔａ１仮説に立

脚している事になる。これは，Ｈａｓｈｍｏｔｏ－Ｒａ１ｓ１ａｎ（１９８５）やＭｍｃｅｒ－Ｈ１ｇｕｃ
ｈ１

（１９８８）で強調されているある年でのクロス ・セクシ ョン上でのｗａｇｅ－ｔｅｎｕｒｅ

ｐｒｏ丘１ｅ とは異なる点に留意する必要がある。なぜならは ，たとえｗａｇｅ－ｔｅｎｕｒｅ

ｐｒｏ丘１ｅ が１１ｆｅｔｍｅ　ｅａｍｍｇ－ｔｅｎｕｒｅ　ｐｒｏ丘１ｅの良い指標であるとしても ，労働者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
の生涯期間の効用最大化問題の最適解ではないからである。このような分析の

枠組みは，従来，「二重労働市場仮説」に代表されるような構造上の違いが強

調されている離職行動あるいは雇用形態に対して ，１１ｆｅｔｍｅ　ｅａｍｍｇ －ｔｅｎｕｒｅ

ｐｒｏ丘１ｅ という観点から統一的な理解を提供できる 。

　本稿では賃金は労働生産性や訓練に対する報酬あるいはそのためのインセン

ティブを与えるためのスケジュールであると考える。つまり ，賃金は技術的な

理由によっ て決められるとする。これは，ｍａｔｃｈｍｇ仮説で提示されている離

職行動から賃金構造への影響を排除し，賃金構造は離職行動とは独立に決まっ

ており ，賃金構造によっ て離職行動が決められるという因果関係のみを扱う事

を意味する。この仮定によっ て労働者は，賃金構造を適当な情報集合上で所与

として最適化行動をとることになる。日本では，Ｏｈｋｕｓａ（１９９３）で指摘され

ているようにｍａｔｃｈｍｇ仮説が有効ではないので適当な仮定であると思われる 。

　本稿は以下のように構成されている。まず，第２節において各属性毎の離職

率を推定するための方法やデータについて説明し，推定結果についてまとめて

いる。第３節では，離職率が定義された同じデータを用いて賃金関数を推定す

る。 第４節では，推定された離職率と賃金関数から１１ｆｅｔｍｅ　ｅａｍｍｇ －ｔｅｎｕｒｅ

　　　　　　　　　　　　　　　　（８４０）
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ｐｒｏ丘１ｅの関数としての離職率関数を推定する。第５節では，若干の圧意占と

今後の研究の課題についてまとめている 。

第２節　離職率の推定

　離職については広範囲な調査が毎年実施され，雇用動向調査報告によっ て公

表されている。しかし，この調査からは断片的な情報しか得られず，またしば

しば調査の設計が変更されるために，離職率と企業や労働者の属性あるいはマ

クロの状態との関係を明らかにする事は困難である。そのために従来の研究は ，

高度に集計された離職率のみを議論の対象にせざるを得なかった。図１は，高

度に集計されているが時系列的に整合的に定義できる製造業，男子労働者の離

職率の推移が示してある。逆に言えば，この程度に集計しなければ整合的な離

職率のデータを時系列で得る事はできない 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
　一方，賃金センサスにおける労働者のテータは，産業別，企業規模別，男女
　　　　　　　　　４）
別， 職種別，学歴別で年齢，勤続年数毎に集計が行われている。この賃金セン

サスのテータを用いて，製造業，男子の企業規模別，職種別，学歴別で年齢区

分， 勤続年数区分により作られるコーホートから，コーホート問の労働者の離

職率を導出し，コーホート毎の離職率の推移を求めることができる。これによ

って，雇用動向調査では捉えられない，労働者や企業の属性に細かく分類され

た離職率を，時系列的に整合的に得るのが本節の目的である

　賃金センサスでのいくつかのコーホートを足し合わせると ，年齢３４歳以下で

は５年刻みに年齢と在職期問を区切れる。一方，３５歳以上５９歳以下の労働者は ，

賃金センサスの区分上１０年刻みで年齢と在職期間を区切られている。したが っ

て， 年齢と在職期問に関して正方形をしたコーホートの組を取ることができる 。

図２にその模様が示されている。図の垂直方向，水平方向の目盛りは，それぞ

れ労働者の年齢と勤続年数を示している。例えば，コーホート１の労働者は年

齢１９歳以下，勤続年数５年未満である。図での小さい正方形は５年刻みで区切

　　　　　　　　　　　　　　　　（８４１）
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図１　離職率の時系列上での変化
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られるコーホートを，大きい正方形は１０年刻みで区切られるコーホートをそれ

ぞれ示している 。

　コーホート１の労働者は離職していなければ５年後にはコーホート３に移動

していることになる。このように各コーホートの労働者は５年後（ないしは１０

年後）一つずつ右下のコーホートに移動し，その人数の差が離職者である。こ

の離職者数を下のコーホートの労働者数で割ったものが求める離職率である 。

この離職率は，年齢と在職期問に関して５年（ないしは１０年）毎に区切られた

コーホートでの平均離職率である事に留意しなければならない。例えば，最も

在職期間が短いコーホートは在職期間が５年未満であるが，在職期問が１年未

満の労働者と４年以上５年未満の労働者の離職率は大きく異なると考えられる 。

また，１９歳以下で在職期問が５年未満の中卒労働者と高卒労働者の離職率を比

較する時，両者のコーホート内での労働者の分布が異なる事に注意しなければ

ならない。なぜならば，高卒労働者で１８歳未満の者や在職期問が３年以上の者

は定義上存在しないからである 。

　なお，企業そのものの企業規模問移動や沖縄復帰等による企業の新設以外の

理由で労働者数が変化することがしばしばある。これらは，本来は労働者は必

　　　　　　　　　　　　　　　　（８４２）
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　　図２　賃金センサスの構成
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ず在職期問が低いコーホートからより高いコーホートヘの動くが，かつて在職

期問が低いコーホートに分類される事もなく突然に高い在職期間を持つコーホ

ートに分類される労働者が存在することを意味している。その点を回避するた

めに労働者数は右下のコーホートと比較する際に該当する企業規模の企業数で

標準化している。このことによっ て， 労働者数は１企業当たりの労働者数に定

義し直され，さらに対象となっ ている５年問（ないしは１０年間）で企業数が不変

であるという状況での離職率を求める事になるので，企業数の変化とは独立に

離職率を求められる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（８４３）
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　このようにして離職率が求められるコーホートは，１９６４～１９８３年のコーホー

ト１～９と１９６４～１９７８年のコーホート１０～１７である。このようにコーホートに

よっ て離職率が求められる期問が異なるのは，コーホートの年齢や在職期問の

区切りが５年と１０年とがあるので，最後の５年後と１０年後の組が定義できる年

に５年問の差が生じるためである 。

　カルマン ・フィルターを応用することにより各コーホートにおける毎年の離

職率を推定することが可能であり ，その結果の一部が図３で表されている（カ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
ルマン　フィルターの詳細はＡＰＰＥＮＤＩＸ１にまとめられている）。 また，カルマン

・フィルターによっ て離職率の推定値の信頼区間を設定できるので両側９０％信

頼区間も同じ図に示してある。図３の各図の上に付してある記号は，１文字目

が職種（ブルー・ カラーならばｂ，ホワイト ・カラーならばｗ），２文字目が学歴

（中卒ならはｐ，高卒ならばｈ，大卒ならは ｕ），３文字目が企業規模（大企業ならぱ

１， 中企業ならば２ ，小企業ならば３）をそれぞれ表している。また ，‘‘ａｇｅ・” は

年齢区分を
‘‘

ｔｅｎ・” は在職期間区分を表している。図３ －１～３と図３－ ４～６

は２５～２９歳で在職期問が５～９年のそれぞれ大卒ホワイト ・カラーと局卒フル

ー・ カラーの労働者の離職率が企業規模間でいかに異なるかを示すものである 。

また，図３ －７～１２は大企業での中卒，ブルー・ カラーの労働者の離職率が年

齢や在職期間の違いでいかに異なるかを示すものである。全体的には，０と有

意に異なっ ており ，趨勢的な変化が顕著である。しかし，図３ －２の様に推定

された離職率が負になっ たりあるいは０と有意に異ならなくなる場合が時々あ

る。 これは，データの性質上労働者数の本来起こり得ない動きが企業数による

標準化で除去しきれない事を意味している 。

　図１には，雇用動向調査報告から得られる離職率と並んで推定された離職率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）の各コーホートでの労働者数でウエイト付けした加重平均値が示されている 。

これによると ，推定された離職率には中卒や短大 ・局専卒のホワイト ・カラー

を含んでおらず，また年齢や在職期間等でも調査対象が異なるが，趨勢的には

雇用動向調査報告から得られる離職率とほぼ同じ動きをしている事が分かる 。

しかし，推定された離職率は，１９７５年以前では過小推定になっ ており ，またそ

　　　　　　　　　　　　　　　　（８４４）
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れ以後では若干の過大推定である。また，撹乱項（測定誤差）が除去されてい

るために幾分滑らかな動きになっ ている。いずれにしても ，推定された離職率

は， 真の離職率の動きを捉えていると思われる 。

　また，細かい属性毎の離職率の動きをまとめるのは大変なので，企業規模に

関して合計した各コーホートの離職率の時系列上の平均値を表１に示している 。

表は，中卒フルー・ カラー 局卒以上フルー・ カラー 高卒ホワイト ・カラー

大卒ホワイト ・カラーの４つに分けて表１－１から表１－ ４にそれぞれ示されて

表１－１　ブルー・ カラー 中卒，企業規模計の平均離職率

勤続年数　　５　　　１０　　　１５　　　２０　　　　　　　　３０
年齢

　２０

　２５

　３０

　３５

　４０

５０

６０

０． １９４７

０． １４８５ ０． ０９３１

０． １２９６ ０． ０８３９ Ｏ． ０６９２

Ｏ． １１０５ Ｏ． ０７１９ Ｏ． ０６４１

Ｏ． １２１１ Ｏ． ０５８５

Ｏ． １４９４ Ｏ． ０７７５ Ｏ． ０８２１

Ｏ． １５３４ Ｏ． １８６６ Ｏ． ２２３７

表１－２　ブルー・ カラー 高卒以上，企業規模計の平均離職率

　勤続年数　　５　　　１０　　　１５　　　２０　　　　　　　　３０
年齢

　２０

　２５

　３０

　３５

　４０

５０

６０

Ｏ． ０９３９

０． １０４７ Ｏ． ０７６７

０． １０７５ ０． ０６９５ Ｏ． ０６２０

Ｏ． １０２０ Ｏ． ０７２５ Ｏ． ０６０６

Ｏ． ０８３２ Ｏ． ０６０９

Ｏ． ２２５９ Ｏ． ０７２８ Ｏ． ０６２３

Ｏ． １７４３ Ｏ． １７５７ Ｏ． １９０３

（８４７）
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表１－３　ホワイト ・カラー 高卒，企業規模計の平均離職率

　勤続年数　　５　　　１０　　　１５　　　２０　　　　　　　　３０
年齢

　２０

　２５

　３０

　３５

　４０

５０

６０

０． ０１０５

Ｏ． ０３２７ ０． ０２０５

０． ０４４８ ０． ０１８７ ０． ０１３６

０． ０４９１ Ｏ． ０３１１ ０． ０１７８

Ｏ． ０３２２ ０． ０１２３

０． １４０１ ０． ０４１２ ０． ０５００

０． １４３４ ０． １４８３ Ｏ． １８７４

表１－４　ホワイト ・カラー 大卒，企業規模計の平均離職率

　勤続年数　　５　　　１０　　　１５　　　２０　　　　　　　　３０
年齢

　２０

　２５

　３０

　３５

　４０

５０

６０

一
０． ０１４１

■
Ｏ． ０３９８ ０． ０３１２

■
０． ０６２５ ０． ０３３１ ０． ０２９４

０． ０３６１ ０． ０１４０

Ｏ． ０６６６ Ｏ． ０２６３ Ｏ． ０７０９

Ｏ． ２９３６ ０． １４７８ Ｏ． ２２４９

いる。この表で，５年刻みで定義されている若年の労働者と１０年刻みで定義さ

れている高齢の労働者の離職率を比較するとき ，前者は１９６４～１９８３年の２０年問

の平均値で後者は１９６４～１９７８年の１５年問の平均値である事に留意しておかなけ

ればならない 。

　また，細かい属性毎の離職率の動きをまとめるのは大変なので，企業規模に

関して合計した各コーホートの離職率の時系列上の平均値を表１に示している 。

表は，中卒フルー・ カラー 局卒以上フルー・ カラー 高卒ホワイト ・カラー

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８４８）
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大卒ホワイト ・カラーの４つに分けて表１－１から表１－ ４にそれぞれ示されて

いる。この表で，５年刻みで定義されている若年の労働者と１０年刻みで定義さ

れている高齢の労働者の離職率を比較するとき ，前者は１９６４～１９８３年の２０年問

の平均値で後者は１９６４～１９７８年の１５年間の平均値である事に留意しておかなけ

ればならない 。

　この表１から，離職率が労働者の属性によっ ていかに異なるかを簡単にまと

めてみる。まず，学歴による違いをみてみる。ブルー・ カラーの中卒の労働者

と局卒以上の労働者の離職率を比較すると ，入職期にあたる１９歳以下では前者

の離職率が後者の約２倍と非常に大きいのが特徴的である。これは，前述した

ように１９歳以下の中卒と高卒以上では労働者の分布が異なる事の影響の表れで

あると思われる 。２０歳以上でも３５歳までは，中卒の方が１～４％ほど高いが，

年齢が上がるとともに，あるいは在職期問が延びるに伴いその差は縮小してい

る。 ３０歳以上でも全体的には中卒の方が高いが，５０～５９歳で在職期問１０年以下

の労働者では局卒以上の方が高い。ホワイト ・カラーの局卒の労働者と大卒の

労働者の離職率では，４０歳までは同じ年齢 ・在職期問同士で比較すると大学新

卒者の入職時期にあたる年齢２０～２５歳で在職期問が５年未満でのコーホートを

除いて大卒の方が１ ，２％高い。また，両者で入職時点が異なる事を考慮に入

れて，大卒のあるコーホートと同じ年齢で在職期問が５年長い局卒のコーホー

トと比較してみると ，４０歳まででは全てのコーホートで大卒の方が１ ，２％高

い。 ４０歳以上では両者に系統的な特徴は見いだせない。ただし，年齢が５０～５９

歳で在職期間が１０年未満と２０～３０年のコーホートで大卒が局卒よりもかなり高

い事が目立つ。同じ年齢で在職期問のコーホートでの職種問の離職率を比較す

ると ，４０歳以下ではブルー・ カラーはホワイト ・カラーの２倍以上である。特

に年齢が若く在職期問が浅いコーホートでは１０倍以上の違いがある 。３０歳以上

では一概に言えずホワイト ・カラーがブルー・ カラーを上回る事がしばしばあ

る。 ４０歳以上で両者に系統的な特徴は見いだせない。次に各在職期間毎での年

齢による離職率の違いを見てみる。フルー・ カラーの３５歳未満では，若干の例

外もあるがほぼ全ての在職期問の区分で離職率が年齢に対して減少しているか

　　　　　　　　　　　　　　　　（８４９）
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あるいは差がない。逆に，ブルー・ カラーの３０歳以上では全体的には年齢に対

して増加している。つまり ，ブルー・ カラーでは年齢が３０～３９歳の時に離職率

が最低になる。一方，ホワイト ・カラーでは，３５歳以下でも３０歳以上の労働者

でも全ての在職期間のコーホートで離職率は年齢に対してほぼ増加しているが，

３０～３９歳で離職率が下方にジャンプしている。これらの３０～３９歳での離職率が

低く表されるのは，平均をとっ ている期問の長さの違いや，コーホートの刻み

幅が５年から１０年に変更されているのが影響していると思われる。在職期間に

関しては４０歳以下の全ての年齢区分で，離職率は在職期問に対して減少してい

る。 しかし，４０～４９歳以下では高卒以上のフルー・ カラーを除く３つの労働者

の属性では在職期問が１０～１９年の労働者の方が，２０～２９年の労働者よりも低い 。

また，５０～５９歳では大卒ホワイト ・カラーで在職期間が１０年未満のコーホート

を除いて，在職期問が短い方が低い離職率になっ ている。図２で対角線上に位

置してるコーホートは，ほぼ最終学校卒業以来　つの企業に勤め続けている労

働者が属するコーホートである。したがって，５０～５９歳での離職率は，途中入

社の労働者の方が勤め続けている労働者よりも離職率が低い事を示している 。

これは，定年制もしくはそれに基づく退職制度が，勤続年数の長い労働者に対

してより積極的に活用されている事の表れであると思われる 。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
　最後に企業規模と離職率との関係を見てみよう 。３５歳以下では，中企業での

離職率は大企業での約１ ．５～２倍であり ，小企業での離職率は中企業の約２～

２．５倍である。しかし，４０歳以上では系統的な特徴を見いだせない。先ほども

特徴として指摘した５０～５９歳では，特に在職期問が１０年以上では，中企業での

離職率は大企業の離職率を，小企業での離職率は中企業の離職率を，かなり下

回っ ている。例えば，５０～５９歳で在職期間２０～２９年の大卒ホワイト ・カラーで

は， 大企業では３０％，中企業では１６％，小企業では５％となっ ている。ブル

ー・ カラーでも状況は同じで，５０～５９歳で在職期間２０～２９年の中卒で，大企業

では３６％，中企業では２０％，小企業では８％となっ ている。また，大 ・中企業

で， ５０～５９歳では在職期問に関して離職率が増加する傾向が見られるが，小企

業では逆に在職期間に関して離職率が著しく減少している。これは，前述した

　　　　　　　　　　　　　　　　（８５０）
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定年制や退職制度が企業規模が大きいほど広範囲に実施されている事を示して

いると思われる。逆に，中 ・小企業では大企業で定年に相当する労働者に対し

ても価値が見いだされ活用されていると言えよう 。全体的には，学歴間，職種

問， 企業規模間で大きな差があるが，年齢や在職期間と離職率との関係は５０～

５９歳を除いて労働者や企業の属性によって大きく変わらず傾向的には同じであ

る事が明らかになっ た。

　次に各コーホートで定義される離職率の時系列上での動きを簡単に整理して

みる。これらは，さまざまな動きをしているが大きくいくつかのパターンに分

ける事ができる 。

　・１９７５年前後を谷としている。……図３－１～５ ，８～１１がその例である 。

　　大企業の労働者に多くみられる 。

　・１９７５年前後を山としている。……図３ －６ ，７ ，１２がその例である。小企

　　業の労働者や５０～５９歳の労働者に多くみられる 。

　・ 単調に減少……小企業でのブルー・ カラーに多くみられる 。

　１９７５年前後を谷とするか山とするかは，マクロ 的なシ ョッ クに対する反応の

方向性の違いである。図４ －２（後述）から，１９７５年は急激な景気の後退期で

ある事が分かる。したがって，１９７５年前後を谷とするコーホートでは離職率が

ｐｒｏｃｙｃ１ｉｃａｌであり ，逆に１９７５年前後を山とするコーホートでは離職率が ｃｏｍ －

ｔｅｒｃｙｃ１ｉｃａｌである事を示している。これは，労働者や企業の属性を細かく区切

る事によっ て， 離職率がｐｒｏｃｙｃ１１ｃａｌであるとする従来の考え（ＭｃＬ．ｕｇｈ１ｍ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）（１９９１），樋口（１９９１））に新たな視点を与えるものである。また，小企業や５０歳

以上の労働者で，離職率が ｃｏｍｔｅｒｃｙｃ１１ｃａｌな動きを見せる傾向にあるという

のは，非常に集計の程度が高いレベルでの推定である樋口（１９９１）と同じであ

る。

　これらの時系列的に得られた多くの離職率と経済成長や景気循環といっ たマ

クロの状態とを直接に結び付けて考察する事は非常に重要な意味があると思わ

れる。しかし，本稿では労働者の効用最大化問題という視点に立ってそれに限

定して ，ｌ１ｆｅｔｍｅ　ｅａｍｍｇ－ｔｅｎｕｒｅ　ｐｒｏ丘１ｅ と離職率との関係を中心に次節以後考

　　　　　　　　　　　　　　　　（８５１）
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察する 。

第３節　賃金構造の推定

　本節では，離職率を説明する１１ｆｅｔｍｅ　ｅａｍｍｇ－ｔｅｎｕｒｅ　ｐｒｏ丘１ｅ を求める基礎

となる賃金構造を定める。推定は，企業規模毎でのフルー・ カラーの中卒と高

卒以上，ホワイト ・カラーの高卒と大卒の労働者についてクロス ・セクシ ョン

のデータを時系列上でプールして行う 。従来の多くの賃金構造の研究では，も

っぱらある年もしくは２ ，３年のクロス ・セクシ ョン上のデータを用いて推定

され（Ｈ。。ｈ１ｍ．ｔ。 一Ｒ．１．１．ｎ（１９８５），Ｈ．ｇｕ．ｈ１ （１９８９）），そこから時系列上の動きに

対する示唆がなされている。しかし，これらはあくまでも示唆に過ぎず，時系

列上でデータを整備し賃金構造の形成並ぴに変化を明らかにすることは重要な

　　　　９）
課題である 。

　推定に用いる賃金関数は従来の研究に従い，Ｍｉｎｃｅｒ 型で年齢，在職期間に

関して２次の関数形を想定する。推定に用いた変数は以下の通りである。被説

明変数は賃金センサスでの賃金を消費者物価指数と労働時問で修正した数値の

対数値である。説明変数として，次の変数を用いた。まず，マクロの状態とし

て経済成長を示す変数としてＣＰＩで実質化した従業者１人あたり付加価値額

の対数値（以下ＬＦと表す）を，また，景気の変動を示す変数として日銀短観の

業況判断（良い一悪い）指標（以下Ｇと表す）を用いる。これらの変数は，企業

規模別での変数が利用できる。ただし，日銀短観は１９７３年以前には主要企業に

ついてのみの調査しかなされていないことから，企業規模別に関するデータは

得られないので，主要企業に関する数値と１９７４年以後の企業規模別の数値との

安定的な関係から１９６４～１９７３年の企業規模別の数値を得た。この２種類の系列

は図４ －１と図４ －２にそれぞれ示されている。これらの図から規模問でＬＦは

ほぼ同じ成長率を示し，またＧは若干の水準の違いがあるもののほぼ同じ動

きを示している事が分かる。労働者の属性を表す変数として，　般的なＨｕ一

　　　　　　　　　　　　　　　　（８５２）
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図４－１　従業者１人あたり付加価値
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ｍａｎ Ｃａｐ１ｔａ１の指標として労働者の卒業後年数ＡとＦ１ｍ　Ｓｐｅｃ１丘ｃ　Ｈｕｍａｎ Ｃａ －

ｐｉｔａ１の指標としての在職期問丁を用い，これらの二次式を成しているとする

（Ａ２，Ｔ２はそれぞれＡとＴの自乗項，ＡＴは交差項である）。 さらに，労働者の属

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８５３）
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性とマクロの状態との交差項であるＡＬＦ，ＴＬＦ，ＡＧ，ＴＧから，景気変動や

経済成長が卒業後年数や勤続年数の賃金成長率への影響を捉える。また ，１９８４

年に賃金の定義が変化したこと（詳しくはＡＰＰＥＮＤＩＸ３を見よ）によるタミー

変数であるＤ８。 を用いる。つまり ，推定式はＷ（ｔ，Ａ，Ｔ，ｋ，ｆ）をｔ期に卒業後

年数がＡ，在職期問がＴ，学歴や職種という労働者の属性がｋ，企業の属性と

しての企業規模がｆである労働者の時問当たり実質賃金とするとすると ，

　　１ｎＷ（ｔ，Ａ，Ｔ，ｋ，ｆ）＝房ｏ＋房１ＬＦｔ＋房２Ｇｔ＋房３Ａ＋房４ＡＬＦｔ＋房５ＡＧｔ

　　　　＋房６Ａ２＋房７丁十房８ＴＬＦｔ＋房ｇＴＧｔ＋房 １０Ｔ２＋＆１ＡＴ＋房 １２Ｄ８４

となる。この推定式が，ｋとｆについて与えられる。推定法は，賃金が定義さ

れている（ｔ，Ａ，Ｔ，ｋ，ｆ）と同じコーホートに属する労働者数でウエイト付け

　　　　　　　　　　　　１０）
した加重最小自乗法である。標本数はいずれの場合も１ ，５００以上である。結果

は， 表２にまとめられている 。

　まず，卒業後年数と在職期問に関する構造からみていく 。一部で有意でない

場合もあるが，小企業でのホワイト ・カラー 大卒でのＴ２を除いて正の凹関

数となっ ている。また，ＡＴの項は，正負が混合している。全体的には従来の

クロス ・セクシ ョン上での分析とほぼ同じである 。

　切片，ＬＦ，Ｇの係数は，Ａ＝０，Ｔ＝０である労働者，つまり新規学卒者の

賃金を表している。これに対するマクロの状態の影響は，非常に明瞭である 。

大企業，中企業では，経済成長は新規学卒者の賃金成長率を高め，その程度は

大企業の方が大きい。また，好況期には新規学卒者の賃金成長率を低める効果

がある。しかし，係数的には経済成長に対する賃金の弾力性の方が景気循環に

対する弾力性よりも約２００倍大きい。したがって，実際には好況期では相対的

に経済成長率が高いので賃金成長率は上昇すると思われる。一方，小企業では ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
景気循環のみならず経済成長も賃金成長率を低める効果を持つ。これらの係数

から，新規学卒者という労働者に限ってではあるが，経済成長は賃金の企業規

模問格差を拡大する方向に働くことが明らかになる。また，景気循環の影響が，

全ての場合で負で有意であるという結果は注目に値する。これは，労働者の属

性をコントロールしてもなお，実質賃金は景気に対して逆相関であることを示

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８５４）
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している。これらの点は，今後十分な検討が必要な点であると思われる 。

表２－１ 賃金関数の推定 ：ブルー・ カラー 中卒

大企業 中企業 小企業

切片 一１１ ．６１４
１〕

一６９
．５５２２）

一８ ．７０９１ 一３３ ．４５９ ２． ８３９５ ５． ８４９９

ＬＦ １． １９１５ ６４ ．５２２ Ｏ． ８９４４７ ３０ ．０８２ 一〇 ．４０７０１ 一７ ．６４３３

Ｇ 一０ ．３７１８４Ｅ －２ 一２１ ．６６５ 一〇 ．３２２９８Ｅ －２ 一１０ ．０７８ 一〇 ．３２１４７Ｅ －２ 一７ ．２８２５

Ａ Ｏ． １３９４５ １６ ．１１２ Ｏ． ８４４１３Ｅ －１ ７． ５６０６ Ｏ． ８１５３２Ｅ －１ ４． ９０５３

ＡＬＦ 一〇 ．９０５０９Ｅ －２ 一９ ．５３６３ 一０ ．３３８７６Ｅ －２ 一２ ．６７５６ 一〇 ．３３５５３Ｅ －２ 一１ ．８４５６

ＡＧ Ｏ． ３５５４３Ｅ －４ ３． ７６９９ ０． ３３８２１Ｅ －４ ２． ５０４０ Ｏ． ３２６６３Ｅ －４ ２． ０２２８

Ａ２ 一〇 ．１０６４５Ｅ －２ 一４５ ．５５７ 一０ ．９９５４６Ｅ －３ 一３５ ．１５８ 一〇 ．８７９５３Ｅ －３ 一３１ ．１４５

Ｔ ０． ８９３２０Ｅ －１ ８． ４１６７ Ｏ． ６６９６３Ｅ －１ ３． ５５５２ Ｏ． １５４４２Ｅ －１ Ｏ． ５４９２８

ＴＬＦ 一〇 ．８７９５８Ｅ －２ 一７ ．５２４６ 一〇 ．５５８４３Ｅ －２ 一２ ．６２１８
Ｏ． １１６５５Ｅ －２ Ｏ． ３７８５３

ＴＧ Ｏ． ２５４８６Ｅ －４ ２． ３５１０ Ｏ． ２８７４９Ｅ －４ １． ４１１４ Ｏ． ５０２９２Ｅ －４ １． ８２１３

Ｔ２ 一〇 ．３６９７１Ｅ －３ 一１１ ．６８２ 一〇 ．３６０７１Ｅ －３ 一６ ．Ｏ０７７ 一〇 ．３４４２７Ｅ －３ 一４ ．８５１４

ＡＴ Ｏ． ５０９３１Ｅ －３ １２ ．４６９ Ｏ． ２０９３０Ｅ －３ ３． ２７６２ 一〇 ．１４５７３Ｅ －３ 一２ ．１２２２

Ｄ８４ 一０ ．３１０３５ 一３９ ．３２０ 一〇 ．２４９９０ 一１７ ．８７０ 一〇 ．２６８８８Ｅ －１ 一１ ．６６８２

Ｓ． Ｄ． Ｏ． ４３５８６７ Ｏ． ４５９４４９ Ｏ． ３８５２７７

Ｒ２ Ｏ． ９６１０４０ Ｏ． ８６３６８２ Ｏ． ７３４５１８

１）推定値　　２）ｔ 値

表２－２ 賃金関数の推定 ：ブルー・ カラー 高卒以上

大企業 中企業 小企業

切片 一９ ．Ｏ１５１ 一６６ ．５７８ 一７ ．９４８１ 一７７ ．５７７ ４． ０４３４ １４ ．９５０

ＬＦ Ｏ． ９３３６５ ６３ ．６４８ ０． ８３２３０ ７２ ．８１７ 一〇 ．５０７２７ 一１６ ．８７３

Ｇ 一〇 ．３５５５３Ｅ －２ 一２７ ．４２ユ 一０ ．２７１０５Ｅ －２ 一２４ ．１８６ 一０ ．２０６６４Ｅ －２ 一７ ．６９７４

Ａ ０． ７５５８９Ｅ －１ ５． ３１３６ ０． ６６４４６Ｅ 一ユ ８． ６６１２ Ｏ． ６７２８２Ｅ －１ ４． ８４８３

ＡＬＦ 一０ ．４２７００Ｅ －２ 一２ ．７７８８ 一〇 ．２７４６５Ｅ －２ 一３ ．２３９９ 一〇 ．２７４１９Ｅ －２ 一ユ ．７６９６

ＡＧ Ｏ． ３２９９７Ｅ －４ ２． １６８１ Ｏ． １８３７７Ｅ －４ ２． ０７６１ Ｏ． ３８５８７Ｅ －４ ２． ６１４１

Ａ２ 一〇 ．７１３７６Ｅ －３ 一１８ ．６５１ 一〇 ．８４５８６Ｅ －３ 一４５ ．１５９ 一０ ．８４９３９Ｅ －３ 一３０ ．８４５

Ｔ Ｏ． ９８１９１Ｅ －１ ５． ４９７９ ０． １１６０９ ８． ５９９５ 一０ ．４１３８０Ｅ －１ 一１ ．５５７９

ＴＬＦ 一〇 ．８２８２２Ｅ －２ 一４ ．２８８８ 一〇 ．１０４４２Ｅ －１ 一６ ．９５８１
０． ７１５０４Ｅ －２ ２． ４２４２

ＴＧ Ｏ． ３７５７９Ｅ －４ ２． ０８５４ Ｏ． ４４３３０Ｅ －４ ３． ２９２４ Ｏ． ２６７９４Ｅ －４ １． ０５８７

Ｔ２ 一０ ．３７７７７Ｅ －３ 一６ ．２２０７ 一０ ．４０５６８Ｅ －３ 一９ ．４０２９ 一０ ．４００９９Ｅ －３ 一５ ．７８３９

ＡＴ Ｏ． ２３３９８Ｅ －３ ３． ０５４２ ０． ２０９５６Ｅ －３ ４． ６１９６ Ｏ． ５８６３０Ｅ －４ Ｏ． ８１６２５

Ｄ８４ 一０ ．３２２２６ 一５０ ．５３１ 一０ ．２５２７１ 一５２ ．９９９ 一〇 ．８１５３２Ｅ －１ 一８ ．８５７３

Ｓ． Ｄ． ０． ３５７７９５ ０． ３５１９５８ ０． ３１０１８１

Ｒ２ Ｏ． ９４６１５０ Ｏ． ９５９３７８ Ｏ． ７８９０２９

（８５５）
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表２－３

立命館経済学（第４２巻 ・第６号）

賃金関数の推定 ：ホワイト ・カラー 高卒

大企業 中企業 小企業

切片 一９ ．１８０５ 一５８ ．２０２ 一７ ．４６９３ 一６０ ．７１１ ３． ３５２９ １０ ．３８７

ＬＦ Ｏ． ９４０１３ ５４ ．６５２ ０． ７７５３６ ５６ ．００６ 一０ ．４３３３０ 一１２ ．１３９

Ｇ 一〇 ．３６３６９Ｅ －２ 一２２ ．８３６ 一〇 ．３２７６３Ｅ －２ 一２３ ．４４７ 一０ ．２７２４７Ｅ －２ 一８ ．６９５０

Ａ Ｏ． ９６９６８Ｅ －１ ６． ５９５５ ０． ６３６９９Ｅ －１ ８． ４０８９ Ｏ． ８８１３８Ｅ －１ ６． ０３３１

ＡＬＦ 一〇 ．５３８８３Ｅ －２ 一３ ．３８８０ 一〇 ．１４０９５Ｅ －２ 一１ ．６６９３ 一０ ．４０２２３Ｅ －２ 一２ ．４８６６

ＡＧ ０． １９４４７Ｅ －４ １． ２５３９ Ｏ． ３３９０２Ｅ－４ ３． ９１０９ ０． ４０７３８Ｅ －４ ２． ６９５７

Ａ２ 一０ ．７４４５４Ｅ －３ 一１９ ．２５１ 一０ ．８６０７２Ｅ－３ 一４４ ．８５０ 一０ ．９５１０５Ｅ －３ 一３３ ．２７６

Ｔ ０． ７７４２４Ｅ －１ ４． ７５５１ ０． ９０６９７Ｅ －１ ８． ５３８５ 一〇 ．６９５３７Ｅ －１ 一３ ．１６２３

ＴＬＦ 一０ ．６３３６７Ｅ －２ 一３ ．５９１０ 一〇 ．８４４０８Ｅ －２ 一７ ．１０３６
０． ９８５６５Ｅ －２ ４． ０６０６

ＴＧ ０． ４３２６９Ｅ －４ ２． ６１３０ ０． ４０９６９Ｅ－４ ３． ８２３８ ０． ３７６４２Ｅ －４ １． ７６９２

Ｔ２ 一０ ．１３９６１Ｅ －３ 一２ ．９１９９ 一０ ．２２４３４Ｅ－３ 一６ ．７７９９ 一０ ．４０２９９Ｅ －３ 一６ ．９０９０

ＡＴ ０． ６５９２５Ｅ －５ ０． １０４４６ ０． １５８５４Ｅ －３ ４． ２３２１ ０． ２２４３４Ｅ －３ ３． ６４７５

Ｄ８４ 一０ ．２５４９４ 一３７ ．１６７ 一０ ．１７７１６ 一３２ ．１５９ 一０ ．２６３３６Ｅ －１ 一２ ．５２６５

Ｓ． Ｄ． ０． ４２７２０１ Ｏ． ３９９１１７ ０． ３５０４８１

Ｒ２ ０． ９５７６４８ ０． ９６２５５９ ０． ８１７５４４

表２－４ 賃金関数の推定 ：ホワイト ・カラー 大卒

大企業 中企業 小企業

切片 一６ ．６７２１ 一３７ ．５７９ 一６ ．０５６２ 一４７ ．６５１ ３． １７０４ １１ ．４０７

ＬＦ ０． ６９５０３ ３６ ．２８７ Ｏ． ６４３３０ ４５ ．４１９ 一〇 ．３８４１５ 一１２ ．４２４

Ｇ 一〇 ．３２８２２Ｅ －２ 一１８ ．５１２ 一０ ．２９１０４Ｅ－２ 一２２ ．１４２ 一０ ．２２５９６Ｅ －２ 一８ ．３２３７

Ａ ０． ４７８４０Ｅ －１ ２． １１３１ ０． ４４２４９Ｅ －１ ３． ９２３５ Ｏ． １０９０６ ６． ４１６５

ＡＬＦ 一０ ．６４４３７Ｅ －３ 一０ ．２６５１８ ０． ２３６０４Ｅ－３ ０． １８９３６ 一０ ．６９５６３Ｅ －２ 一３ ．６５８９

ＡＧ ０． ３８０１７Ｅ －４ １． ５４７７ ０． ２９６０９Ｅ －４ ２． ３０９５ Ｏ． ５４８７６Ｅ －４ ３． ０８８８

Ａ２ 一０ ．４１２０８Ｅ －３ 一７ ．３６１９ 一０ ．６６６４６Ｅ －３ 一２３ ．６５６ 一０ ．８７２８５Ｅ －３ 一２４ ．８９１

Ｔ Ｏ． ９３４６１Ｅ －１ ３． ６９８７ ０． １１４９６ ７． ３０４３ 一０ ．１０４１４ 一３ ．７９２１

ＴＬＦ 一０ ．７３４６４Ｅ －２ 一２ ．７０３７ 一０ ．１１０４７Ｅ －１ 一６ ．３１９６
Ｏ． １４３１６Ｅ －１ ４． ６７８４

ＴＧ ０． ３１４３３Ｅ －４ １． １９５２ Ｏ． ３８２２３Ｅ－４ ２． ４２６１ 一０ ．５６１１０Ｅ －５ 一０ ．２１０２４

Ｔ２ 一０ ．１３３９８Ｅ －３ 一１ ．６７６２ 一〇 ．５４８４７Ｅ －４ 一１ ．０４６３ 一〇 ．２７３７６Ｅ －３ 一３ ．３８２６

ＡＴ 一０ ．２６６７３Ｅ －３ 一２ ．５５４９ 一０ ．４８６６３Ｅ －４ 一０ ．８００４１ 一０ ．５８５１４Ｅ －４ 一０ ．６８３１２

Ｄ８４ 一０ ．２０９３６ 一２７ ．１４７ 一０ ．１４５０１ 一２６ ．３８３ 一〇 ．３８３２６Ｅ －１ 一３ ．９４０３

Ｓ． Ｄ． Ｏ． ４１７０３１ ０． ３７２２６２ Ｏ． ３３０８６７

Ｒ２ ０． ９３８６３９ ０． ９５４４０２ ０． ８１２３５２

　職種，学歴に関しても各係数は，大企業と中企業では係数の大小はあるもの

の符号や全体的な係数の構造は同じである。一方，小企業は大企業や中企業と

比較して，決定度係数が著しく劣っており ，符号も有意に異なる場合がある 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８５６）
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これは，小企業の賃金には撹乱的な要素が大きく影響を与え，特異な賃金構造

を生じさせているものと思われる 。

　いずれにしても ，全体的には有意でない係数が若干あるものの，決定度係数

も適度に高く ，真の賃金構造を示していると考えられる 。

　最後にＯｈｋｕｓａ－Ｏｈｔａ（１９９３）で分析されている，景気変動と経済成長の
ｗａｇｅ－ｔｅｎｕｒｅ　ｐｒｏ丘１ｅ に与える影響について見てみる。ここでのｗａｇｅ －ｔｅｎｕｒｅ

ｐｒｏ丘１ｅ は， 成長率単位ではなく金銭単位である。本稿での推定式において ，

ｗａｇｅ－ｔｅｎｕｒｅ　ｐｒｏ丘１ｅの変化はそれぞれ ，

　　６（６ｗ／６ｔ）

　　　　　　　＝｛＆ｏ＋（房３＋房６Ａ＋＆ｏＴ）（９８＋房ｇＬＦ、十房 １０Ｇ，
　　　　６Ｇ

　　　　　　　　＋２房 １１丁十房１２Ａ）｝ｅｘｐ（ｇｘつ

　　６（６ｗ／６ｔ）

　　　　　　　＝｛汐ｇ＋（＆十房５Ａ＋ｇｇＴ）（房８＋房ｇＬＦｔ＋房 １０Ｇｔ ＋２＆１Ｔ
　　　　６ＬＦ

　　　　　　　　＋＆２Ａ）｝ｅｘｐ（９ｘつ

で表される。ただし，９は係数の推定値からなるベクトル，Ｘ は説明変数から

なるベクトルである。特に，説明変数をＯｈｋｕｓａ－Ｏｈｔａ（１９９３）と同じＡ＝１ ，

Ｔ＝１で，ＬＦとＧがそれぞれの平均値で評価された数値が表３にまとめられ

ている。これによると，大企業と中企業では経済成長によっ てＷａｇｅ －ｔｅｎｕｒｅ

ｐｒｏ丘１ｅ が急になり ，好況期にはｗａｇｅ －ｔｅｎｕｒｅ　ｐｒｏ丘１ｅ が緩くなるというＯｈｋｕ －

ｓａ－Ｏｈｔａ（１９９３）での結果と一致している。小企業では，ホワイト ・カラーの

大卒労働者でのみＯｈｋｕｓａ－Ｏｈｔａ（１９９３）と同じ結果が得られるが，その他の

労働者については逆の結果になっ ている。これは，小企業の賃金関数が特異で

あるという推定結果が反映されているものと思われる 。

表３－１　Ｇのｗａｇｅ－ｔｅｎｕｒｅ　ｐｒｏ丘１ｅへの影響

ブルー・ カラー中卒

ブルー・ カラー高卒以上

ホワイト ・カラー高卒

ホワイト ・カラー大卒

大企業

一６ ．２９１０Ｅ －６

－２ ．２６２９Ｅ －５

－１ ．４２４５Ｅ －５

－３ ．５２７９Ｅ －５

中企業

一１ ．０８４５Ｅ －５

－１ ．２１１３Ｅ －５

－８ ．９３２１Ｅ －６

－３ ．２０４８Ｅ －５

小企業

一１ ．７７９０Ｅ －５

－３ ．０３１３Ｅ －６

　１ ．４９９４Ｅ －５

－２ ．７３５４Ｅ －５

（８５７）
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表３－２　ＬＦのｗａｇｅ－ｔｅｎｕｒｅ　ｐｒｏ丘１ｅへの影響

ブルー・ カラー中卒

ブルー・ カラー高卒以上

ホワイト ・カラー高卒

ホワイト ・カラー大卒

大企業

０． ００１８

０． ００６７

０． ００５６

０． ００７２

中企業

０． ００３８

０． ００５１

０． Ｏ０２７

０． ００６６

小企業

一０ ．００６２

－０ ．０００３１７２

０． ００６１

０． ００５６

第４節　離職率関数の推定

　本節では，第２節での離職率の推定値と第３節での賃金構造の推定結果に基

づいて離職率関数を定式化し推定する。本稿での離職率関数は，第１節でも述

べたように１１ｆｅｔｍｅｅａｍｍｇ －ｔｅｎｕｒｅｐｒｏ丘１ｅの減少関数として表される。賃金

は， 離職行動とは独↓で第３節で求められた構造であるとする。この時，将来

の経済の状態と自分の将来の離職行動の予測に基づいて１１ｆｅｔｍｅ　ｅａｍｍｇの期

待値が取り得る全ての年齢や在職期間に関して求めることができる 。１１ｆｅｔ１ｍｅ

ｅａｍｍｇの分布から特に各年齢での在職期問がＯでの１１ｆｅｔｍｅ　ｅａｍｍｇとの差

によっ て１１ｆｅｔｍｅ　ｅａｍｍｇ －ｔｅｎｕｒｅ　ｐｒｏ丘１ｅ が定義される。このようにして求め

られた１１ｆｅｔｍｅ　ｅａｍｍｇ －ｔｅｎｕｒｅ　ｐｒｏ丘１ｅ と第２節で求められた離職率の推定値

との関係を離職率関数として表す。ここで注意しなければならないのは，ここ

での離職率関数と離職率関数を求める際に所与とした自分の将来の離職行動の

予測が整合的でなければならないということである。したがって，次のような

手続きによっ て離職率関数が求められる。まず，適当に与えられた離職率関数

に従って将来の離職行動が起こると予測し ，１１ｆｅｔｍｅ　ｅａｍｍｇ－ｔｅｎｕｒｅ　ｐｒｏ丘１ｅ を

求め，その１１ｆｅｔｍｅ　ｅａｍｍｇ －ｔｅｎ岨ｅ　ｐｒｏ丘１ｅ と第２節での離職率との関係から

新たに離職率関数を改訂する。その改訂された離職率関数に従って将来の離職

行動が起こるという予測に基づいて，さらに離職率関数を改訂する。このよう

な過程を，予測に用いた離職率関数とその結果として求められる新たなる離職
　　　　　　　　　　　　　１２）
率関数が一致するまで繰り返す。そしてこの過程が収束した時の離職率関数は ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（８５８）
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予測と整合的であり求めている離職率関数である 。

　具体的には，次のようになる。まず，年齢がＡ，在職期問がＴ，時問とと

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
もに変化しない労働者の属性（ここでは学歴と職種）がｋ，企業規模などの労働

者の属する企業の属性（企業規模）がｆである労働者の第 ｔ期での１１ｆｅｔ１ｍｅ

ｅａｍｍｇを９（ｔ，Ａ，Ｔ，ｋ，ｆ）とする。この労働者の離職率Ｓ（ｔ，Ａ，Ｔ，ｋ，ｆ）は ，

ｆ＃を転職先の企業の属性として

　　Ｓ（ｔ，Ａ，Ｔ，ｋ，ｆ）＝Ｐ
ｒ　ｌｒ ＞ｒ＊（ｔ，Ａ，Ｔ，ｋ，ｆ ：Ｅ［９（ｔ＋１，Ａ＋１，Ｔ＋１，ｋ，ｆ）

　　　　　　　　　　一９（ｔ＋１，Ａ＋１ ，ｏ，ｋ，ｆ＃）１ハ（ｔ）１），ｒ～Ｒ（ｔ，Ａ，Ｔ，ｋ ，ｆ）１

で表されるとする。ここで ｒは離職するか否かを決める確率変数で，分布関数

Ｒに従っているとする 。ｒ＊ は， ｒの留保水準である 。ｒ＊ とＲはともにマクロ

の状態や企業と労働者の属性に広く依存すると一般に考えられる。さらにここ

では ，１１ｆｅｔｍｅ　ｅａｍｍｇ
－ｔｅｎｕｒｅ　ｐｒｏ丘１ｅ である９（ｔ＋１，Ａ＋１，Ｔ＋１，ｋ，ｆ）一９（ｔ

＋１，Ａ＋１ ，Ｏ，ｋ，ｆ＃）のｔ期での情報集合ハ（ｔ）上での期待値の関数である事を

明示的に表している。情報集合＾（ｔ）は将来のマクロの状態に対する期待も含

んでおり ，全ての主体にとっ て共通であるとする。言うまでもなく ，この期待

値もｔ，Ａ，Ｔ，ｋ，ｆの関数であるが，あえてこのような表記をするのは
ｒ＊

がＥ

［９（ｔ＋１，Ａ＋１，Ｔ＋１，ｋ，ｆ）一９（ｔ＋１，Ａ＋１ ，Ｏ，ｋ，ｆ＃）１ハ（ｔ）１を通じてのｔ，Ａ ，

Ｔ， ｋ， ｆの影響以外にｔ，Ａ，Ｔ，ｋ，ｆに依存しているか，言い換えるならば労働者

や企業の属性による構造上の違いや時間に関して構造変化が存在するか否かを

明らかにするのが本節での重要な目的の一つであるからである。簡単化のため

にｒ＊ の構造を以下の様なＥ［９（ｔ＋１，Ａ＋１，丁十１，ｋ，ｆ）一９（ｔ＋１，Ａ＋１ ，Ｏ，ｋ，ｆ

＃）１ハ（ｔ）１に関するｌｏｇｉｓｔｉｃ な関数型で表せるとする 。ｈ（ ・）を推定する離職

率関数とすると ，

　　１ｏｇ　ｌＳ（ｔ，Ａ，Ｔ，ｋ，ｆ）／（１－Ｓ（ｔ，Ａ，Ｔ，ｋ
，ｆ））１

　　　　＝ｈ（ｔ，Ａ，Ｔ，ｋ，ｆ）十£（ｔ，Ａ，Ｔ，ｋ，ｆ）

　　　　＝宇ｏ（ｔ，Ａ，Ｔ，ｋ，ｆ）十れ（ｔ，Ａ，Ｔ，ｋ，ｆ）Ｅ［９（ｔ＋１，Ａ＋１，丁十１ ，ｋ，ｆ）

　　　　　一９（ｔ＋１，Ａ＋１ ，Ｏ，ｋ，ｆ＃）１ハ（ｔ）１＋£（ｔ，Ａ，Ｔ，ｋ，ｆ）

但し ，£（ｔ，Ａ，Ｔ，ｋ，ｆ）は残差項である。このような定式化により ，労働者や企

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８５９）
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業の属性による構造上の違いや時間に関して構造変化は，ｔ，Ａ，Ｔ，ｋ，ｆが異な

るときの灼とれの違いに集約される 。

　９（ ・）は，次のように計算される 。９（ ・）は，とりうる可能なｔ，Ａ，Ｔ，ｋ，ｆ

で， ９（ｔ，Ａ，Ｔ，ｋ，ｆ）＝ｗ（ｔ，Ａ，Ｔ，ｋ，ｆ）十ｇｌ（１－Ｓ（ｔ，Ａ，Ｔ，ｋ，ｆ）Ｅ［９（ｔ＋１，Ａ

　　　　　　　　　　　＋１，Ｔ＋１，ｋ，ｆ）１＾（ｔ）１＋Ｓ（ｔ，Ａ，Ｔ，ｋ，ｆ）Ｅ［９（ｔ＋１，Ａ

　　　　　　　　　　　＋１ ，０，ｋ，ｆ＃）１小川

を満たす。但し，ｇは割引ファクター である。これにしたが って，引退期

（Ｍ）での９（ ・）＝０として逐次に入職期まで求められる 。Ｅ［９（ｔ＋１，Ａ＋１ ，Ｏ ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３ｋ， ｆ＃）１ハ（ｔ）１は
，現在勤めている企業の属性をｍとすると　 兀ｍ仰Ｅ［９（ｔ＋１ ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｎ＝１
Ａ＋１，０，ｋ，ｎ）１ハ（ｔ）１で表されるとする。ただし，冗ｍ” は， 企業規模 ｎの企業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
から企業規模ｍの企業に転職する確率で時間に関して一定であるとする 。

　推定は，第２節から得られた離職率の推定値をＳ（ｔ，Ａ，Ｔ，ｋ，ｆ）とし，様々

な要因に関してとられる残差自乗和及（ｔ，Ａ，Ｔ，ｋ，ｆ）２ を最小化する灼とれ

をガウス ・ニュートン法で求める事によっ て行う 。要因（ｔ，Ａ，Ｔ，ｋ，ｆ）全てで

残差自乗和を定義すると灼と乃は労働者や企業の構造上の違いや時間的な構

造変化が無いという則提の下での推定となる。もし，ｆを除く要因（ｔ，Ａ，Ｔ，

ｋ）で残差自乗和を定義すると ，企業規模間の構造上の違いを則提とした推定

となる。この時得られる推定値は宇。（ｆ）と宇。（ｆ）を意味し，企業規模が及ほす

離職行動への影響が数量化できる。同様の事は １， 』， ｔ， ｋあるいは各要素の組み

合わせについても行える。このようにして，労働者や企業の属性によっ て離職

行動は異なるのか，時問的な構造変化は存在するのか，あるいは逆に１１ｆｅｔ１ｍｅ

ｅａｍｍｇ
－ｔｅｎｕｒｅ　ｐｒｏ丘１ｅ によっ て統一的に説明されるのかを明らかにする事が

できる。詳しい推定方法は，ＡＰＰＥＮＤＩＸ２にある。また，推定量の漸近分布

も得られるので，それを用いての検定を行う事ができる。推定に際して将来の

経済の状態に対する予想が必要になるが，ここでは従業員一人あたりの実質付

加価値額（Ｆ）は過去の平均的な成長率で成長し続け，また業況判断指標（Ｇ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
は企業規模別の平均値を取りつづけるとする。言うまでもなく ，この予想に推

定は大きく依存し，予想が異なれば推定結果も異なっ てくる。したがって，予

　　　　　　　　　　　　　　　　（８６０）
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想と推定結果の関係を調べることは重要なことであるが，本稿では省略する 。

　推定に用いたパラメーターは，Ｍ ＝６５，ｇ＝Ｏ ．９６とする。これらはそれぞれ

６５歳で労働市場から退出し，実質利子率が年率で約４％であることを意味して

いる。また，入職期は学歴によっ て異なるが，最終学校卒業の年齢で入職する

とする。企業規模間移動の性向として，１９８７年の就業構造基本調査から得られ

る兀１，１＝Ｏ ．２１５，兀１，２＝Ｏ
．３３５
，冗１，３＝Ｏ

．４４９
，冗２，１＝Ｏ

．１２５
，兀２，２＝Ｏ

．３４５
，兀２，３＝

Ｏ． ５３０
，冗３

，１＝Ｏ ．０６９４
，兀３

，２＝Ｏ ．２３８
，兀３

，３＝Ｏ ．６９１を用いる
。

　実際の推定では，第２節でも述べたように高年齢の労働者の離職率が１９６４～

１９７８年までしか利用できないので，比較可能にするために

　　ｈ（ｔ，Ａ，Ｔ，ｋ，ｆ）＝宇０Ｙ（ｔ，Ａ，Ｔ，ｋ，ｆ）ＤＹ

　　　　　　　　　　＋仙（ｔ，Ａ，Ｔ，ｋ，ｆ）ＤＹＥ［９（ｔ＋１，Ａ＋１，Ｔ＋１，ｋ，ｆ）

　　　　　　　　　　一９（ｔ＋１，Ａ＋１ ，Ｏ，ｋ，ｆ＃）１ハ（ｔ）１＋宇。ｏ（ｔ，Ａ，Ｔ，ｋ，ｆ）Ｄｏ

　　　　　　　　　　＋れｏ（ｔ，Ａ，Ｔ，ｋ，ｆ）ＤｏＥ［９（ｔ＋１，Ａ＋１，Ｔ＋１，ｋ，ｆ）

　　　　　　　　　　一９（ｔ＋１，Ａ＋１ ，Ｏ，ｋ，ｆ＃）１ハ（ｔ）１

　　　　　　　　　但し，Ｄ。は３５歳以下で５年刻みに定義されるコーホート

　　　　　　　　　　　　　での労働者に対するダミー変数

　　　　　　　　　　　　Ｄｏは３０歳以上で１０年刻みに定義されるコーホート

　　　　　　　　　　　　　での労働者に対するダミー変数

という関数形を用いる（以下，灼は伽と伽からなるベクトル，れは７１。 と宇１。 から

なるベクトルの意味で用いる）。

　まず，特に学歴，職種といっ た労働者の属性と企業規模を固定して年齢，在
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）
職期間，時系列に関しての残差自乗和を定義し宇

。（ｋ，ｆ）とれ（ｋ，ｆ）を推定する 。

したがって，標本数は３４０個である（大卒のホワイト ・カラーは，２８０個である）。

推定結果は表４にまとめられている。表４での最初の４列は推定された係数

（上段）とそのｔ 値（下段），第５列に決定度係数が示されている。表４から ，

まず，大卒，ホワイト ・カラーの決定度係数が全ての企業規模で相対的に低い

のが分かる。これは，れの推定値とそのｔ 値から乃が数値的にも大きくなく

また有意でない事による。他の労働者の属性では，Ｏ ．９を上回 っているものも

　　　　　　　　　　　　　　　　（８６１）
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　表４　離職率関数の推定

宇０Ｙ ７１Ｙ ７００ ア１０
Ｒ２

ｂｐ１ 一３ ．３２０ 一０ ．３５５ 一４ ．９７１ Ｏ． ７６４

一４ ．３６３ 一０ ．２２５ 一２ ．１７０
０． ５７３ ０． ６９７

ｂｈ１ 一４ ．１２２ 一０ ．００６ 一１ ．８９７ 一〇 ．４４２

一９ ．４９５ 一０ ．４５９ 一２ ．２６８ 一２ ．４９６ ０． ９２４

ｗｈ１ 一７ ．８２９ 一０ ．０３４ 一１１ ．２５２ ６． ８０１

一６ ．２５７ 一０ ．８７８ 一２ ．５０４
１． ７４１ ０． ７９５

ｗｕ１ 一５ ．０５７ 一０ ．００５ 一２ ．４６１ ０． ０３５

一３ ．６３６ 一〇 ．１４１ 一２ ．５０６ ０． ８７０ ０． ６４３

ｂｐ２ 一１ ．６７５ 一０ ．９８４ ０． ０４６ 一０ ．９１２

一４ ．７３０ 一２ ．１５１ ０． １９７ 一９ ．１４７ ０． ９２２

ｂｈ２ 一２ ．１７８ 一〇 ．００２ 一０ ．５６４ 一０ ．６５５

一８ ．９９６ 一０ ．１６７ 一１ ．４３９ 一４ ．０１６ ０． ９１０

ｗｈ２ 一３ ．３５１
０． ００８ 一１ ．９５８

０． ２９２

一１２ ．００１ ０． ８７４ 一３ ．１４０
Ｏ． ５５６ Ｏ． ９４１

ｗｕ２ 一２ ．８７６
０． Ｏ０２ 一１ ．２０４

０． ０２９

一２ ．３５７
０． ０６３ 一１ ．４０５

０． ６８２ ０． １７５

ｂｐ３ 一１ ．４７９ 一１ ．０２６ 一０ ．６８２ 一０ ．８６１

一６ ．０２５ 一２ ．７３１ 一２ ．９６１ 一４ ．３３４ ０． ９５２

ｂｈ３ 一２ ．２９１
０． ００４ 一０ ．８５９ 一〇 ．６２５

一１３ ．６８９ ０． ２３７ 一３ ．９３５ 一６ ．０８２ ０． ９６０

ｗｈ３ 一２ ．６６８
０． ００２ 一０ ．８１４ 一０ ．４１１

一１７ ．２７９ Ｏ． １１８ 一４ ．１８５ 一６ ．５８９ ０． ９６９

ｗｕ３ 一２ ．４２１
０． ００５ 一１ ．２３０

Ｏ． ０２５

一２ ．２１５ ０． １００ 一１ ．５３９
０． ３３６ ０． ０６１

上段は，推定値

下段は ，ｔ 値

多く全体的に良好な推定結果を得られている。一方，企業規模別では，大企業

での決定度係数が中 ・小企業よりも低い傾向にある。また，中企業の中卒，ブ

ルー・ カラーでの伽を除いて，定数項灼は負で有意である。つまり
，１ｉｆｅ

・

ｔｍｅ　ｅａｍｍｇ －ｔｅｎｕｒｅ　ｐ
ｒｏ丘１ｅ が調整されれは，同じ属性に属している労働者の

間での離職率の違いはなく ，むしろ第２節でみたような年齢や在職期問による

離職率の違いは１１ｆｅｔｍｅ　ｅａｍｍｇ－ｔｅｎｕｒｅ　ｐｒｏ丘１ｅの違いによっ て形成されたも

のであるという推測を与える。また，灼が正である中企業の中卒，ブルー・

カラーでの伽も ，それに対応するれＯが他の推定値と比較して数値的に（絶

　　　　　　　　　　　　　　　　（８６２）
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対値の意味で）大きく ，また非常にｔ 値も大きいので，その影響で有意にＯと

は異ならなくなっ たものと推測される。では，その１１ｆｅｔｍｅｅａｍｍｇ －ｔｅｎｕｒｅ

ｐｒｏ丘１ｅ が離職率にいかなる影響を与えているのであろうか。本稿での仮説は ，

１１ｆｅｔｍｅ　ｅａｒｍｎｇ－ｔｅｎｕｒｅ　ｐｒｏ丘１ｅ と離職率との問の負の相関関係を意味するもの

であ った。したがって，帰無仮説は，れ＜Ｏである。この帰無仮説が１０％有意

水準で棄却されるのは大企業の高卒，ホワイト ・カラーでの仙のみである 。

これも５％有意水準では棄却されない。したがって，本稿での仮説は妥当であ

る事が確かめられた。しかし，有意ではないものの数値的には逆の符号（十）

を持つケースも少なくない 。

　以上の推定結果は，全体的には仮説を支持するものの，決定度係数が低い大

卒， ホワイト ・カラーや大企業で，またれが正となっ た属性においてはｌｉｆｅ －

ｔ１ｍｅｅａｍｍｇ
－ｔｅｎｕｒｅｐｒｏ丘１ｅ 以外の要因も重要である事を示唆している。その

要因の一つとして，毎年の労働者をとりまく環境の変化がある。これは，たと

え１１ｆｅｔｍｅ　ｅａｍｍｇ －ｔｅｎｕｒｅ　ｐｒｏ丘１ｅ が同じであ っても ，求人している企業数や

あるいは求職している労働者数の違いによっ て離職するか否かの意志決定が異

なるであろうし，また転職に関する情報機関の発達という環境の変化も離職率

関数に大きな影響を与えると思われる。そこで，次に各年の学歴，職種といっ

た労働者の属性と企業規模を固定して年齢，在職期間に関しての残差自乗和を

定義し宇
ｏ（ｔ，ｋ，ｆ）と宇１（ｔ，ｋ，ｆ）を推定する。したがって，標本数は１９７８年以前

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）
で１７個，以後で９個である。推定結果は表５にまとめられている。表５に収め

られている労働者や企業の属性は，図３で取り上げた企業規模別の大卒，ホワ

イト ・カラー（表５－１～３）と大企業での中卒，ブルー・ カラー（表５－ ４）で

ある。第５列から，第４表で決定度係数が低かった大卒，ホワイト ・カラーや

大企業においてさえも ，決定度係数がかなり高い事がわかる。したがって，各

年のｈ（ ・）は，十分に離職行動を説明している。帰毎仮説れ＜Ｏは，やはり多

くの場合で棄却されない。労働者や企業の属性毎の時系列でのれは４８０個の要

素があるが，１％の有意水準で棄却されるのは，中企業，大卒，ホワイト ・カ

ラーの１９７４，７５年での宇１０ と中企業，高卒，ホワイト ・カラーの１９７５年での

　　　　　　　　　　　　　　　　（８６３）
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ｎ。 の３例のみである。また，５％有意水準では，９例，１０％有意水準では ，

２５例が棄却される。これらの棄却されるケースは全体の中ではごく稀であり ，

残りの多くの係数に関しては帰無仮説は棄却されない。棄却されたケースを各

種分類で区分してみると次のようになる。企業規模別では，大企業で７例，中

企業で１１例，小企業で７例，学歴 ・職種別では高卒以上のブルー・ カラー で２

例， 高卒ホワイト ・カラーで９例，大卒ホワイト ・カラーで１４例，れＹと宇１０

の別では仙が１１例，伽が１４例である 。年では１９６６，６７年と１９７３，７４年が３

例， １９７５～７７年で２例，１９６５，７０，７１，８３年で１例づつである。これらの数値

から，大卒，ホワイト ・カラーほど，高学歴ほと ，高齢労働者であるほとそう

でない場合と比べて棄却される例が多い。また，企業規模問では中企業の方が

やや大 ・小企業より棄却される例が多いものの，大きな差はない。年では，図

４－２によると景気が好転する時に，棄却され易い傾向があるが，逆の例も多

く　概には言えない。まとめると ，ホワイト ・カラーほど，高学歴ほど，高齢

労働者であるほと１１ｆｅｔｍｅ　ｅａｍｍｇ －ｔｅｎｕｒｅ　ｐｒｏ丘１ｅ と離職率との負の関係が成

り立っていない場合が多く ，他の要因が働いている。ハの係数を労働者や企

業の属性間で比較してみると ，中卒のフルー・ カラーが企業規模によらず最も

（負の意味で）大きく ，離職率が１１ｆｅｔｍｅ　ｅａｍｍｇ－ｔｅｎ甘ｅ　ｐｒｏ丘１ｅ に感応的である 。

また，全体的にはブルー・ カラーの方がホワイト ・カラーよりも大きい。また ，

表４と同じく有意でないもののｎの係数が正となる場合も多く ，ほとんどが

正であるホワイト ・カラーもある（例えば，中 ・小企業の大卒，ホワイト ・カラー）。

企業規模問では，系統的な特徴は見い出せない 。

（８６４）



表５－１

離職率と賃金構造（大日 ・太田 ・竹廣）

離職率関数の推定 ：大企業，ホワイト ・カラー 大卒

７９

宇ＯＹ ７１Ｙ ７００ 宇１０
Ｒ２

１９６４ 一３ ．４５５ 一〇 ．Ｏ０１ 一２ ．４００ Ｏ． ０６５

一４ ．９６９ 一〇 ．０４２ 一３ ．９０９ １． ８２６ Ｏ． ８３９

１９６５ 一３ ．２０４
Ｏ． Ｏ０２ 一２ ．２３６ Ｏ． ０６８

一４ ．８１６
Ｏ． ０８７ 一３ ．８３１ １． ８８７ Ｏ． ８２９

１９６６ 一３ ．２０４
Ｏ． Ｏ０２ 一２ ．２０２ Ｏ． ０６９ホ

一４ ．８０３
Ｏ． ０８７ 一３ ．８４２ ２． ０８７ Ｏ． ８２９

１９６７ 一３ ．４５５ 一〇 ．Ｏ０１ 一２ ．４３５ Ｏ． ０８１＊

一４ ．９４６ 一〇 ．０４３ 一３ ．８０４ ２． ４５２ Ｏ． ８３９

１９６８ 一３ ．８０４ 一〇 ．００３ 一２ ．８５１ Ｏ． １２２＊＊

一４ ．７４２ 一〇 ．１３４ 一２ ．８２３ ２． ５７７ Ｏ． ８３１

１９６９ 一４ ．２７５ 一０ ．００７ 一３ ．７１１ Ｏ． ０９３

一２ ．３６７ 一〇 ．１２３ 一２ ．４８５ １． ３８１ Ｏ． ６４５

１９７０ 一４ ．９８３ 一〇 ．０１３ 一２ ．４９８ Ｏ． １１４ホ

一２ ．７３０ 一〇 ．２４６ 一２ ．４７３ ２． ５６９ Ｏ． ６６６

１９７１ 一４ ．１８５
Ｏ． Ｏ０１ 一２ ．２０１ Ｏ． ０４４

一５ ．１４６
Ｏ． ０２８ 一３ ．７９６ １． ６３７ ０． ８３６

１９７２ 一３ ．８５１
Ｏ． ０１２ 一２ ．２０３ Ｏ． ０３８

一５ ．１７８
Ｏ． ５６７ 一４ ．０７０ １． ５７８ Ｏ． ８４６

１９７３ 一４ ．０５５
Ｏ． ０１６ 一２ ．３６０ Ｏ． ０３３

一５ ．４７９
Ｏ． ８５６ 一４ ．１０２ １． ４５１ Ｏ． ８５９

１９７４ 一４ ．３３３
Ｏ． ０２６ 一２ ．７３４ ０． ０３５

一５ ．７６１
１． ２８６ 一３ ．８９５ ユ． ２００ Ｏ． ８７４

１９７５ 一４ ．９０２
Ｏ． ０２３ 一６ ．１７８ Ｏ． ０３７

一６ ．０３６
０． ９６１ 一３ ．２２８ Ｏ． ４３４ Ｏ． ８７４

１９７６ 一９ ．２５７ 一〇 ．０５２ 一５ ．０５７ ０． ０５６

一５ ．４３４ 一１ ．１０３ 一２ ．８６５ Ｏ． ７５５ ０． ８００

１９７７ 一９ ．６８１ 一〇 ．０８１ 一３ ．７０７ Ｏ． ０８２

一４ ．９９７ 一１ ．５４６ 一２ ．４１７ １． ２９４ ０． ７６２

１９７８ 一４ ．８７１ 一０ ．０１１ 一２ ．４６１ Ｏ． ０３５

一５ ．２９６ 一〇 ．４６８ 一３ ．２７１ １． １３５ Ｏ． ８２２

１９７９ 一４ ．１７１ 一〇 ．００７

一３０ ．７９２ 一２ ．０６８ ０． ９９６

１９８０ 一４ ．０２９ 一〇 ．Ｏ０５

一３３ ．７４５ 一ユ ．５９９
Ｏ． ９９７

１９８１ 一４ ．０４６ 一〇 ．００３

一２９ ．８００ 一〇 ．８２８ Ｏ． ９９６

１９８２ 一４ ．２７７ 一〇 ．００１

一２３ ．４８４ 一〇 ．２５８ Ｏ． ９９４

１９８３ 一５ ．０５７ 一〇 ．Ｏ０５

一２２ ．０４９ 一〇 ．８５８ ０． ９９３

上段は，推定値

下段は ，ｔ 値

　＊： １０％有意水準で帰無仮説を棄却
＊＊＊： １％有意水準で帰無仮説を棄却

＊＊１ ５％有意水準で帰無仮説を棄却

（８６５）
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表５－２

立命館経済学

離職率関数の推定 ：

（第４２巻 ・

中企業 ，

第６号）

ホワイト カラー 大卒

７０Ｙ ７１Ｙ つ’

００
７１０

Ｒ２

１９６４
・
２． ４２２ ０． ００８ 一２ ．３７９ Ｏ． ０４３

一
５． ７００ ０． ４３９ 一６ ．０２９ １． ４８２ ０． ８９６

１９６５
一
２． ３５６ ０． ００７ 一２ ．３８６ Ｏ． ０３０

一
５． ０８１ Ｏ． ３５５ 一５ ．８７８ ０． ９８２ ０． ８７３

１９６６
‘
２． ３５５ ０． ００７ 一２ ．３９１ ０． ０２６

‘
５． ０７２ ０． ３５６ 一５ ．８４９ ０． ９０２ ０． ８７３

１９６７
■
２． ４２０ ０． ００７ 一２ ．３７４ ０． ０３３

■
５． ６７５ ０． ４４１ 一６ ．５８４ １． ４６０ Ｏ． ８９６

１９６８
・
２． ５９３ ０． ００４ 一２ ．３８７ ０， ０４８ホ

■
６． １７４ ０． ３０５ 一７ ．１４６ ２． ３８５ ０． ９１２

１９６９
一
２． ８４２ ０． ００２ 一２ ．４２０ Ｏ． ０３５

・
２． ５５７ ０． ０５５ 一７ ．１１８ １． ８１５ Ｏ． ７５８

１９７０
一
３． １７４ Ｏ． ００２ 一２ ．４５３ ０． ０２５

一
２． ９１２ ０． ０７０ 一６ ．５８２ １． １９７ ０． ７８２

１９７１
ｉ
３． ４１８ ０． ００５ 一２ ．４３６ Ｏ． ０２５

・
７． ０６７ ０． ３４４ 一６ ．１１４ １． １４７ Ｏ． ９２１

１９７２
一
３． ７６１ ０． ００７ 一２ ．３９６ ０． ０３２

一
６． ７５３ ０． ３８２ 一５ ．５８６ １． ３９８ ０． ９０６

１９７３
一
３． ９７８ ０． ０１８ 一２ ．６０５ ０， ０６２ホ

ｉ
５． ９７１ ０． ９５３ 一５ ．２１６ ２． ５５６ ０． ８９０

１９７４
一
３． ８４９ ０． ０２４ 一３ ．０８８ ０， ２０８ホい

一
６． ４６５ １． ３９３ 一５ ．０８８ ７． ２３０ ０． ９１０

１９７５
‘
３． ５０９ ０． ０２４ 一２ ．８７９ ０， ２３０榊ホ

一
６． ６８１ １． ５０６ 一５ ．１９４ ８． １８４ ０． ９１６

１９７６
一
３． ３３６ ０． ０２３ 一２ ．７３３ ０， １４５い

一
６． ８２９ １． ４９９ 一３ ．０４８ ３． ０８６ ０． ９１８

１９７７
一
３． ２１０ ０． ０１１ 一２ ．２２７ ０， ０４７ホ

一
７． ４６４ Ｏ． ９１３ 一５ ．９７１ ２． ４８８ ０． ９２３

１９７８
一
３． ４４１ Ｏ． ００２ 一２ ．１０９ ０． ０３４

・
８． ３７７ ０． １６０ 一５ ．３５９ １． ７５６ Ｏ． ９２７

１９７９
ｉ
３． ４１２ ０． ０００

一１４ ．５５６ Ｏ． ０７９ Ｏ． ９８６

１９８０
一
３． ２０１ ０． ０００

一２２ ．４３５ ０． ０７３ ０． ９９４

１９８１
一
３． ０１８ 一〇 ．Ｏ００

一３７ ．０６７ 一〇 ．１２７ ０． ９９８

１９８２
一
３． ０２０ Ｏ． ００１

一６２ ．９５４ Ｏ． ５１６ ０． ９９９

１９８３
■
２． ８７７ ０． ００２

一５４ ．８８１ １． ４３４ Ｏ． ９９９

（８６６）



表５－３

離職率と賃金構造（大日

離職率関数の推定 ：小企業 ，

太田 竹廣）

ホワイト カラー 大卒

８１

７０Ｙ ７１Ｙ 宇００ ７１０ Ｒ２

１９６４
ｉ

１． ８１５ Ｏ． ０１０
一
２． ５１８ Ｏ． ０２４

一
１． ６２０ Ｏ． ２０８

一
８． ３２１ １． ２７０ Ｏ． ７０３

１９６５
・

１． ７３５ Ｏ． ０１２
一
２． ８２５ ０． ０２１

・
１． ４８８ Ｏ． ２２２

一
６． ０９４ Ｏ． ７２５ Ｏ． ６９４

１９６６
一

１． ７３５ Ｏ． ０１２
一
２． ４９１ Ｏ． １３８ホ

一
１． ４８６ Ｏ． ２２１

一
２． ４７２ ２． ０９３ Ｏ． ６９２

１９６７
一

１． ８１６ Ｏ． ０１１

一
２． ４４８ ０， １４９ホ

一
１． ６１４ Ｏ． ２０５

一
２． ４３８ ２． １３７ Ｏ． ６９９

１９６８
■
２． １４３ Ｏ． ０１３

’
２． ５７１ Ｏ． １５０ホ

‘
１． ９２４ Ｏ． ２４４

．
２． ５６３ ２． ０８１ Ｏ． ７１６

１９６９
一
２． ５０６ ０． ０２１

一
２． ８０２ Ｏ． １５０

‘
６． ７１１ １． １００

一
２． ８０３ １． ９８９ Ｏ． ９３４

１９７０
・
２． ８１１ Ｏ． ０１７

一
４． ５２８ Ｏ． ０７６

一
９． ２７１ １． １０６

‘
３． １２２ Ｏ． ７２２ Ｏ． ９５６

１９７１

一
３． ０２３ Ｏ． ０１６

Ｉ
５． ４３９ 一０ ．０２７

・
９． ８７１ １． ０３４

一
３． ６８４ 一〇 ．２５５ Ｏ． ９５８

１９７２
・
３． １５８ Ｏ． ０２８

一
４． ０９４ 一〇 ．０１１

一
９． １８４ １． ５４８

一
３． ６０４ 一０ ．１３１ Ｏ． ９５２

１９７３
ｉ
２． ７８８ Ｏ． ０２５

‘
２． ４９５ Ｏ． ０４０

一１１ ．１３０ １． ７４５
■
９． ４０４ ユ． ７７１ Ｏ． ９６６

１９７４
一
２． ６８５ ０． ０１６

一
２． ２９７ ０． ０２７

一１３ ．１８８ １． ３９５
一
９． ０５１ １． ２６４ Ｏ． ９７３

１９７５
一
２． ５２３ Ｏ． ０１６

ｉ
２． １６０ Ｏ． ０２４

一１３ ．１４３ １． ５３８
一
９． ０６６ １． ２４０ ０． ９７３

１９７６
ｉ
２． ３９０ Ｏ． Ｏ１３

一
２． ２２７ Ｏ． ０２１

一１３ ．２６３ １． ３３２
一
９． ６７７ １． ０９６ Ｏ． ９７３

１９７７
一
２． ２９８ ０． ００８

ｉ
２． １７６ ０． Ｏ１６

一１３ ．９２１ ０． ８９１ 一１０ ．３２６ Ｏ． ８９６ ０． ９７６

１９７８
‘
２． ３３０ Ｏ． ００５

一
１． ９６０ Ｏ． ０２３

一１３ ．５２８ ０． ５０６ 一１１ ．８８８ １． ５３６ ０． ９７４

１９７９
一
２． ３００ Ｏ． Ｏ０５

一４２ ．０６０ １． ４１１ Ｏ． ９９８

１９８０
一
２． ２８２ ０， ００６ホ

一４０ ．８８９ １． ９３２ Ｏ． ９９８

１９８１
一
２． ３４４ Ｏ． Ｏ０５

一２８ ．９２１ １． １５１ Ｏ． ９９６

１９８２
一
２． ３７１ ０． ００７

一１８ ．７１４ Ｏ． ９８４ Ｏ． ９９２

１９８３
一
２． ４０７ ０． Ｏ０７

一２１ ．６０７ １． １０７ Ｏ． ９９４

（８６７）



８２

表５－４

立命館経済学

離職率関数の推定

（第４２巻 ・

大企業 ，

第６号）

ブルー・ カラー 中卒

ア０Ｙ 宇１Ｙ ７００ ７１０
Ｒ２

１９６４ 一２ ．２９５ 一〇 ．３２０ 一２ ．５６７ ０． ６５６

一１０ ．０７１ 一１ ．５８４ 一３ ．４６４ ０． ８２３ ０． ９３７

１９６５ 一２ ．２１９ 一０ ．３１１ 一２ ．３１８ Ｏ． ５６３

一１０ ．４２３ 一１ ．７７０ 一４ ．０１０ ０． ８８７ ０． ９４３

１９６６ 一２ ．２２２ 一０ ．３２６ 一２ ．２５１ Ｏ． ５３１

一１０ ．６９８ 一１ ．７３６ 一４ ．３３２ ０． ９５９ ０． ９４３

１９６７ 一２ ．２９９ 一０ ．３５９ 一２ ．３０３ ０． ５４０

一１０ ．４９７ 一１ ．５３６ 一４ ．１６４ Ｏ． ９５３ ０． ９３８

１９６８
■
２． ２９３ 一０ ．３６６ 一２ ．３９８ ０． ５８８

・
９． ３４６ 一１ ．１６８ 一３ ．９３４ ０． ９５０ ０． ９２４

１９６９
一
２． ２８２ 一０ ．３５７ 一２ ．４６０ Ｏ． ６６６

一
８． ２３５ 一〇 ．９３７ 一３ ．９１４ １． ００７ ０． ９０８

１９７０
一
２． ３４３ 一０ ．４２４ 一２ ．５１３ ０． ７２４

ｉ
７． ６４６ 一〇 ．８６３ 一３ ．８５１ １． ０３９ ０． ８９７

１９７１
一
２． ３５８ 一０ ．４５３ 一２ ．５１３ ０． ６６７

一
７． ０４１ 一０ ．９５８ 一３ ．５２０ ０． ９０４ ０． ８８０

１９７２
一
２． ４４６ 一〇 ．５６２ 一２ ．６５３ ０． ６６５

・
６． ８０９ 一１ ．００４ 一３ ．１７１ Ｏ． ８０８ ０． ８７４

１９７３
■
２． ７５８ 一０ ．８７６ 一２ ．８９９ ０． ７４５

‘
６． ５８２ 一１ ．００７ 一２ ．７５９ Ｏ． ７４１ ０． ８７５

１９７４
一
３． ２１９ 一１ ．４８２ 一３ ．３０１ ０． ８５１

’
６． ４５５ 一１ ．８１３ 一２ ．５３９ Ｏ． ７１１ ０． ８７８

１９７５
一
３． ３６１ 一３ ．５５８ 一４ ．９０６ ０． ８５３

一
４． ７７１ 一３ ．８５３ 一１ ．４５８ ０． ３８７ ０． ８８０

１９７６
・
６． ２２５ 一２ ．７２５ 一５ ．２６７ ０． ８３４

■
５． ５６４ 一１ ．６９７ 一１ ．６２０ Ｏ． ４４２ Ｏ． ８２７

１９７７
・
３． ６６３ 一３ ．６４４ 一５ ．２４５ ０． ８２７

ｉ
４． １７４ 一２ ．５５９ 一１ ．６２５ ０． ４４６ ０． ８３５

１９７８
一
３． １１８ 一０ ．６４７ 一４ ．９９２ Ｏ． ７７８

一
７． １７４ 一０ ．７６６ 一１ ．５５１ ０． ４２０ ０． ８８６

１９７９
・
２． ７４４ 一〇 ．８５９

一１８ ．１６６ 一１ ．８２０
０． ９８９

１９８０ 一２ ．６６０ 一０ ．８７５

一１７ ．４８６ 一１ ．８３２
０． ９８８

１９８１ 一２ ．６２９ 一１ ．０１３

一１５ ．５８４ 一２ ．０７０
Ｏ． ９８５

１９８２ 一２ ．６１４ 一１ ．７０３

一１３ ．００８ 一２ ．８６１
０． ９８０

１９８３ 一２ ．７７３ 一２ ．５９７

一１０ ．８９７ 一３ ．３３０
０． ９７６

（８６８）



　　　　　　　　　　離職率と賃金構造（大日 ・太田 ・竹廣）　　　　　　　　　８３

　以上の分析から，全体的には離職率と１１ｆｅｔｍｅ　ｅａｍｍｇ－ｔｅｎｕｒｅ　ｐｒｏ丘１ｅ との

負の関係という仮説は棄却されないと結論づける事ができる。しかし，棄却さ

れなかったケースや誤った符号を示すケースも多く ，今後のさらに細かい分析

が必要である 。

　ホワイト　カラーで，特に大卒のホワイト ・カラーで帰血仮説が棄却されな

かっ たりれの係数が正となる場合が多い理由の一つとして，他の労働者の属

性では余り重要ではないが大卒のホワイト ・カラーでは重要であると思われる

昇進の存在が挙げられる。もし，労働者が昇進を非常に重要視しており ，また ，

比較的に少ない労働者のみが昇進していくと考えるならは，昇進競争に破れた

労働者は，たとえ１１ｆｅｔｍｅ　ｅａｍｍｇ －ｔｅｎｕｒｅ　ｐｒｏ丘１ｅ は高くとも ，離職していく

と考えられる（有賀 ・ブルネロ ・太田 ・岸 ・大日（１９９０））。 これは，離職率とｌｉｆｅ －

ｔｍｅ　ｅａｍｍｇ －ｔｅｎｕｒｅ　ｐｒｏ丘１ｅ との負の関係を相殺する方向へ影響する。また ，

以上の分析の中では無視したが，実際の経済ではおそらく非常に重要な役割を

担っ ていると思われる要因に退職金とボーナスがある。退職金は，一般に退職

時での在職期間に対する単調な増加関数であると考えられる。もし，そうであ

るとすると ，退職金の存在は１１ｆｅｔ１ｍｅ　ｅａｍｍｇ －ｔｅｎｕｒｅ　ｐｒｏ丘１ｅ を大きくさせる

方向に働く 。つまり ，退職金の存在を鉦視した本稿での分析では１１ｆｅｔｍｅ

ｅａｍｍｇ
－ｔｅｎｕｒｅ　ｐｒｏ丘１ｅ が過小推定され，その結果ｎが過大に推定されたのか

も知れない。いずれにしても ，若い労働者にとっ て， 退職金の存在はかなり割

り引かれていると思われるが，高齢の労働者にとっ ては重要な要因であると思

われる。また，大企業ほどその制度が充実していると思われるので，退職金の

存在は企業規模間の特徴を理解するのに重要な要因であると思われる。しかし ，

退職金と在職期問との安定的な関係は，具体的には余り明かではないので数値

化し分析する事は本稿では行っていない。本稿での枠組みでは在職期問に関す

る分析を行う事によっ て， この問題は部分的に解消できると思われる。一方 ，

ボーナスは，労働者が企業から得る所得のかなりの部分を占めているというの

は周知の事実（Ｎ。たａｍｕ．ａ－Ｎａｋａｍｕ。。（１９９１））である。また，ボーナスは景気循

環の影響を強く受けると考えられている。したがって，ボーナスの存在を無視

　　　　　　　　　　　　　　　　（８６９）



８４　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４２巻 ・第６号）

した分析は，景気循環への感応性をかなり落とした分析に留まっ ている。もっ

とも ，本稿では推定における将来のマクロの状態に関する予測は，景気循環は

生じない（平均的な状態をとり続ける）と仮定していたので，景気循環に対する

感応性は全く無いという前提での推定となっ ている。ボーナスは賃金に対して

　　　　　　　　　　１８）
ほほ比例的に支払われるので，ボーナスの存在を塩視する事によっ て１・

ｆｅｔｍｅ

ｅａｍｍｇ
－ｔｅｎｕｒｅ　ｐｒｏ丘１ｅ は過小推定され，その結果れが過大に推定されたのか

も知れない。したが って，ホーナスも退職金と同様に，離職率と１１
ｆｅｔｍｅ

ｅａｍｍｇ
－ｔｅｎｕｒｅ　ｐｒｏ丘１ｅ との負の関係を相殺する方向へ影響する 。

　これらの点が，今後の課題である事は言うまでもない 。

第５節結　　び

　本稿では，離職率を１１ｆｅｔ１ｍｅ　ｅａｍｍｇ－ｔｅｎｕｒｅ　ｐｒｏ丘１ｅ という視点から捉える

ために，まず，労働者や企業の属性で細かく分類された離職率を賃金センサス

のデータからカルマン ・フィルターの手法を用いて導き出し，次に同じデータ

を用いて賃金関数をクロス ・セクシ ョンを時系列的にプールして明らかにした 。

この２つの結果に基づいて，離職率と１１ｆｅｔｍｅ　ｅａｍｍｇ
－ｔｅｎｕｒｅ　ｐｒｏ丘１ｅ との関

係をガウス ・ニュートン法を用いて推定した。その結果，離職率と１ｉｆｅｔｉｍｅ

ｅａｍｍｇ
－ｔｅｎｕｒｅ　ｐｒｏ丘１ｅの負の相関関係はほとんと全てのケースで棄却されな

い事が明らかになっ た。 したが って，残された課題は多いものの１ｉｆｅｔｉｍｅ

ｅａｍｍｇ
－ｔｅｎｕｒｅ　ｐｒｏ丘１ｅ で測 ったＦ１ｍ　Ｓｐｅｃ１丘ｃ　Ｈｕｍａｎ　Ｃａｐ１ｔａｌは，離職を下け

る効果があると結論づけられる 。

　最後に残された課題をまとめておこう 。

　第１に，本稿での分析では，年齢と在職期問に関してデータをプールして離

職率関数を求めたが，その他にもさまざまな切り口で離職率関数を捉えること

ができるという点である。学歴間，職種問での離職率関数の構造上の違いや ，

時問的な構造変化が存在したか否かに関するＦ検定を行えば統計的に確固た

　　　　　　　　　　　　　　　　（８７０）
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る根拠を得る事になるであろう 。また，第４節の最後にも述べたように将来の

マクロの状態に対する予測の方式をさまざまに変えて，推定がどのような影響

を受けるかという点も興味ある課題である 。

　第２に，第４節で指摘した昇進，退職金，ボーナスの存在を考慮に入れなけ

れはならない。そのためには，まず，それら（特に昇進と退職金）の決定要因に

ついて，実証的研究が行わなければならない 。

　第３に，本稿では ，１１ｆｅｔｍｅ　ｅａｍｍｇ－ｔｅｍｒｅ　ｐｒｏ丘１ｅ という観点のみから離職

率を眺めたが，マクロの状態が離職率に直接に影響を与えている事を明示的に

考慮する必要があろう 。その最も大きな要因であると思われるのが，Ｏｈｋｕｓａ

－Ａｒ１ｇａ－Ｂｒｕｎｅｌ１ｏ－Ｋ１ｓｈ１－Ｏｈｔａ（１９９０）でも指摘されている転職を考えている労

働者が求人を行っておりかつ転職先として見合う企業と出会う確率である。こ

れは，離職率に直接的に効果があると思われる 。しかし，適当な企業と遭遇す

る確率をデータから求めるのは非常に困難であるので，何らかの工夫が必要で

あると思われる 。

Ａ叩ｅｎｄｉｘ１

　このＡｐｐｅｎｄ１ｘ では，各コーホートでの毎年の離職率を推定するアルコリス
　　　　　　　　　１９）
ムについて説明を行う 。５年刻みで離職率が定義されるコーホートと１０年刻み

で定義されるコーホートに対するアルゴリズムは原理的には全く同じであるの

で以下では５年刻みで離職率が定義されるコーホートについてのみ行う 。

　１）ｎ（ｔ，Ａ，Ｔ）をｔ 期での年齢が第Ａ区分で在職期問が第丁区分である労

働者数とすると ，

　　Ｓ（ｔ，Ａ，Ｔ）＝（ｎ（ｔ，Ａ，Ｔ）一ｎ（ｔ＋５，Ａ＋１，Ｔ＋１））／ｎ（ｔ，Ａ，Ｔ）

なるＳ（ｔ，Ａ，Ｔ）は，５年間の離職率の加重幾何平均である。次に ，ｔ 期に（Ａ ，

Ｔ）コーホートに属していた労働者の集合を考える 。彼らのｔ＋ｉ期（ｉ≧Ｏ）にお

ける平均的な離職率を ｓ（ｔ＋１，Ａ，Ｔ）と表すとすると ，

　　　　　　　　　　４
　　１－Ｓ（ｔ，Ａ，Ｔ）＝ｎ（１－ｓ（ｔ＋ｉ，Ａ，Ｔ））

　　　　　　　　　ｉ＝Ｏ
　　　　　　　　　　　　　　　　　（８７１）
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を満たしている。注意しなければならないのは，時問の経過に伴いその労働者

の集合はもはや１つのコーホートとしては捉えることができず，分類上複数の

コーホートにまたがることになる。したがって，このような設定は，厳密には

コーホート上の動きを追っているわけではない。上式を対数変換して得られる

　　　　　　　　　　４　　１ｏｇ（１－Ｓ（ｔ，Ａ，Ｔ））＝　１ｏｇ（１－ｓ（ｔ＋ｉ，Ａ，Ｔ））

　　　　　　　　　　ｉ，０
に撹乱項（冬（ｔ，Ａ，Ｔ））を加えた式は，ＵＣモデル（Ｕｎｏｂ．ｅｍｂ１ｅ　ＣｏｍｐｏｎｅｎｔＭｏ

ｄｅ１）として理解できる 。

　２）ここで重要なのは，ｔ期に（Ａ，Ｔ）コーホートに属していた労働者の集

合での１ 期後（１≧Ｏ）における平均的離職率を ｓ（ｔ＋１，Ａ，Ｔ　ｔ）と表すとすると ，

　般に任意のｊ＞０において ｓ（ｔ，Ａ，Ｔ　ｔｒ）キｓ（ｔ，Ａ，Ｔ　ｔｒ －１）である。これ

はｔ－ｊ期に（Ａ，Ｔ）コーホートに属していた労働者の集合とｔ－ｊ－１期に（Ａ ，

Ｔ）コーホートに属していた労働者の集合は多くの部分が重なり合っているも

のの厳密には異なるからである。そこで以下では ，

　　１－ｓ（ｔ，Ａ，Ｔ ：ｔ－ｊ）＝（１－ｓ（ｔ，Ａ，Ｔ ：ｔ－ｊ－１）） ・£（ｔ，Ａ，Ｔ ：ｔ－ｊ－１）

　　　　　　　　　　１ｏｇ£（ｔ，Ａ，Ｔ ：ｔ－ｊ－１）～Ｎ（０，ｇｏ．２）

と想定する 。これはｌｏｇ（１－ｓ（ｔ，Ａ，Ｔ　ｔ１））が平均的にはｌｏｇ（１－ｓ（ｔ，Ａ，Ｔ

ｔ－ｊ－１））には等しいが，ｇｏ２２ の正規分布にしたがって乖離していることを意

味している 。

　３）以上の事をカルマン ・フィルターを用いて表現すると ，各（Ａ，Ｔ）コ

ーホートにおいて ，

　　観測方程式　　１ｏｇ（１－Ｓ（ｔ，Ａ，Ｔ））＝Ｚぴ（ｔ，Ａ，Ｔ）十冬（ｔ，Ａ，Ｔ）

　　遷移方程式　　ぴ（ｔ，Ａ，Ｔ）＝Ｙぴ（ｔ－１，Ａ，Ｔ）十刀（ｔ，Ａ，Ｔ）

イ旦し，Ｚ＝［１　１　１　１　１］
，

　　　　　１ｏｇ（１－ｓ（ｔ－１，Ａ，Ｔ ：ｔ－５））

　　　　　ｌｏｇ（１－ｓ（ｔ－２，Ａ，Ｔ ：ｔ－５））

　　 ぴｔ～ｊ＝　ｌｏｇ（１－ｓ（ｔ－３，Ａ，Ｔ ：ｔ－５）） ，

　　　　　１ｏｇ（１－ｓ（ｔ－４，Ａ，Ｔ ：ｔ－５））

　　　　　１ｏｇ（１－ｓ（ｔ－５，Ａ，Ｔ ：ｔ－５））

　　　　　　　　　　　　　　　（８７２）
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　　Ｏ ．２　０ ．２　０ ．２　０ ．２　０
．２

　　　１　０　０　０　０

Ｙ＝　０　　１　０　０　０

　　　０　　０　　１　０　　０

　　　０　　０　　０　　１　　０

　　　　　　 £（ｔ－１，Ａ，Ｔ ：ｔ－５）

　　　　　　 £（ｔ－２，Ａ，Ｔ ：ｔ－５）

刀（ｔ，Ａ，Ｔ）＝　£（ｔ－３，Ａ，Ｔ ：ｔ－５）
，

　　　　　　 £（ｔ－４，Ａ，Ｔ ：ｔ－５）

　　　　　　 £（ｔ－５，Ａ，Ｔ ：ｔ－５）

Ｅ［冬（ｔ，Ａ，Ｔ）刀（ｔ，Ａ，Ｔ）■１＝［Ｏ　Ｏ　Ｏ　Ｏ　Ｏ　Ｏ１
，

Ｖａｒ［冬（ｔ，Ａ，Ｔ） ７フ（ｔ，Ａ，Ｔ）「＝９

１　０　０

０の２０

００ｄ．２

０　０　０

０　０　０

０　０　０

Ｏ

Ｏ

０

０．２

０

０

Ｏ

Ｏ

Ｏ

Ｏ

ｄ２２

０

Ｏ

Ｏ

Ｏ

０

０

０２２

８７

と表される。Ｔの第１行の要素がすべて０ ．２になっ ているのは ，１ｏｇ（１－ｓ（ｔ－

１， Ａ， Ｔ：ｔ－５））はｔ－１期での離職率であるためにｔ－２期以前の離職率からな

るぴ（卜１，Ａ，Ｔ）の要素では表現できないので，便宜上 ぴ（ｔ－１，Ａ，Ｔ）の要素

の平均値を平均とし，分散が
ｏ．２

である正規分布にしたがうように想定してい

ることを意味している 。

　４）このカルマン ・フィルターを用いて実際に観察されるＳ（ｔ，Ａ，Ｔ）から

以下の手順にしたがって
ｓ（ｔ，Ａ，Ｔ ：ｔ）の推定値を求める 。

　・ 初期値の推定　　ｔ＝０～Ｎ（但し，Ｎは標本数）までの１ｏｇ（１－ｓ（ｔ－１，Ａ ，

　Ｔ））を用いてｈ＝１～５（以下ｈ＝１～５とする）での初期値１ｏｇ（１－ｓ（一ｈ，Ａ
，

　Ｔ ：Ｏ））とその分散共分散行列をＰ（Ｏ，Ａ，Ｔ）を求める。そのために，未知

　　パラメーター であるの２ とｏ．２ を適当に想定し ，

　　　１ｏｇ（１－ｓ（Ｎ－ｈ，Ａ，Ｔ ：Ｎ－５））＝Ｏ
，

（８７３）



８８　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４２巻 ・第６号）

　　　　Ｐ（Ｎ，Ａ，Ｔ）＝Ｖａｒ（１ｏｇ（１－ｓ（Ｎ－ｈ，Ａ，Ｔ ：Ｎ－５）））＝応Ｉ

　　　　但し，応は十分に大きい正数

　　から時問を逆に（ｔ＝Ｎからｔ＝０に向けて）カルマン ・フィルターを行う 。

　　この過程から得られる最後の推定値１ｏｇ（１一§（一ｈ，Ａ，Ｔ ：Ｏ））とＰ（０，Ａ ，

　　Ｔ））を初期値とする 。

　・一期間予測分解　　１ｏｇ（１一§（一ｈ，Ａ，Ｔ ：０）とＰ（Ｏ，Ａ，Ｔ）から今度は正

　　しい時問の流れに沿って（ｔ＝Ｏからｔ：Ｎに向けて）カルマン ・フィルター

　　を行う 。この過程での一期問予測誤差から尤度が得られる 。

　・ 尤度最大化　　上の２つの作業（初期値の推定と一期問予測）を繰り返して

　　尤度を最大化する未知パラメーターである〇
一。２

をｏ
一。２

を選ぶ 。

　・ 平滑化　　尤度を最大化するｄ．２ をｄ．２ に基づく一期間予測から得られる

　　最後の推定値１ｏｇ（１一§（Ｎ－ｈ，Ａ，Ｔ ：Ｎ－５））とＰ（Ｎ，Ａ，Ｔ）から時間を逆

　　に（ｔ＝Ｎからｔ＝０に向けて）平滑化を行う 。平滑化は一期問予測が過去

　　の情報にのみに基づく推定であるのに対して平滑化によっ て得られた推定

　　値は全情報に基づく推定である 。

　最後に得られた平滑化推定量１ｏｇ（１一§（ｔ－ｈ，Ａ，Ｔ　ｔ）の中で１ｏｇ（１一§（ｔ－５
，

Ａ， Ｔ：ｔ－５））を変換した１－ｅｘｐ（ｌｏｇ（１一§（ｔ－５，Ａ，Ｔ ：ｔ－５）））からなる系列が

各年の（Ａ，Ｔ）コーホートにおける離職率の最終的な推定値である 。

Ａ叩ｅｎｄｉｘ２

　このＡｐＰｅｎｄ
１ｘ では，第４節で行ったカウス ・ニュートン法による推疋方法

　　　　　　　　２０）
について説明を行う 。

　カウス ・ニュートン法は，残差自乗和を最小にするパラメーターを求めるア

ルコリスムで，第４節で行った推定では以下のようになる。残差が定義されて

いる時問や労働者の区分（ｔ，Ａ，Ｔ，ｋ）を ｖとする。この時，ｖと企業の属性ｆ

に対する残差は，£（ｖ，ｆ）＝Ｓ（ｖ，ｆ）一ｈ（ｖ，ｆ）で与えられる 。

　　般にパラメーターは，異なる ｖとｆを持つ残差 £（ｖ，ｆ）に対しても微係数

　　　　　　　　　　　　　　　　（８７４）
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がＯではないので，そのパラメーターの定義されている区分に＠を付けて表

すとする 。ｒを宇
、（ｖ＠，ｆ＠）の

ａ，
ｖ＠，ｆ＠に関する列ベクトルとし，以下全て

の計算は７で評価されているとする 。

　ガウス ・ニュートン法は ，

　　 ｒＮＥｗ＝１＋（　Ｚ ・Ｚ一）一１　Ｚ ・〆

　　　　但し，ｚ、（＾ ｖ・，ｆ・）一＿ 伽ｆ）
　　　　　　　　　　　　　　　　６宇、（・＠，ｆ＠）

　　　　　　　　　　　　　　　　６ｈ（ｖ，ｆ）
　　　　　　　　　　　　　　＝ 卯、（ｖ・，ｆ・） 　（・＝Ｏ

・１）

　　　　但し，ｖキｖ＠の時，ｚ、（ｖ，ｆ，ｖ＠，ｆ＠）＝Ｏ

　　　　　　　　 ｚ（ｖ，ｆ）を ｚ、（ｖ，ｆ，ｖ＠，ｆ＠）のａ，ｖ＠，ｆ＠に関する列ベクトル

　　　　Ｚを ｚ（ｖ，ｆ）を ｖ， ｆに関して行方向に並べた行列

　　　　 ｅを £（ｖ，ｆ）の ｖ， ｆに関する列ベクトル

なる７ＮＥＷ を新しいパラメーターとする。この過程を繰り返し，収束値がｒの

最終的な推定値である。収束した宇の漸近的な分散共分散行列は，〆＝及（Ｖ ，

ｆ）２／Ｎとするｄ２（　Ｚ ・Ｚ”）・１ で与えられる（但しＮは£の要素の数）。

　以上の手順は ，

　　　６ｈ（ｖ，ｆ）　　　　　　　　　　　　６９（ｔ＋１，Ａ＋１，丁十１，ｋ，ｆ）

　　卯。（ｖ・，ｆ・）＝１廿１（＾ｕｆ）Ｅ 　卯、（ｖ・ ，ｆ・）
　　　　　　　　　　 ６９（ｔ＋１，Ａ＋１ ，Ｏ，ｋ，ｆ＃）
　　　　　　　　　一　　　　　　　　　１ハ（ｔ） ，　　　　　　　　　　　　　卯、（・＠，ｆ＠）

　　　６ｈ（ｖ，ｆ）

　　
。宇
、（ｖ・
，ｆ・）＝Ｅ［９（ｔ＋１・Ａ＋１・丁十１・ｋｆ）

一９（ｔ＋１，Ａ＋１ ，ｏ，ｋ
，ｆ＃）１ハ（ｔ）１

　　　　　　　　　６９（ｔ＋１，Ａ＋１，Ｔ＋１ ，ｋ，ｆ）
十ｎ（ｔ，Ａ，Ｔ，ｋ，ｆ）Ｅ

　　　　　　　　　　　　卯、（・＠，ｆ＠）

　６９（ｔ＋１，Ａ＋１ ，Ｏ，ｋ
，ｆ持）

　　　　　　　　　　　　　１ハ（ｔ）
，

６９（ｔ，Ａ，Ｔ，ｋ，ｆ）

６宇、（・＠，ｆ＠） ：９

６宇、（・＠ ，ｆ＠）

６ｈ（ｖ，ｆ） ｅ－ｈ（ｖ ・ｆ）

６宇。（・＠，ｆ＠）（１＋ｅ一・（・ ・ｆ） ）・

　　　（８７５）
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　　　　　　　　　　　 Ｅ旧（ｔ＋１，Ａ＋１ ，０，ｋ，ｆ＃）一９（ｔ＋１，Ａ＋１，Ｔ

　　　　　　　　　　　　＋１，ｋ，ｆ）１ハ（ｔ）１

　　　　　　　　　　　　州）・６９（ｔ＋

耕肯
１・ ｋｆ）１ハ（・）

　　　　　　　　　　　　十（・一・（篶ｆ））・６９（ｔ
耕士１ナ

ｆ＃）１ハ（・）１

・

　　９（ｔ，Ａ，Ｔ，ｋ，ｆ）：ｗ（ｔ，Ａ，Ｔ，ｋ，ｆ）十ｇ　ｌ（１－ｈ（ｖ，ｆ））Ｅ［９（ｔ＋１，Ａ＋１，丁十１ ，

　　　　　　　　　　 ｋ， ｆ）１ハ（ｔ）１＋ｈ（ｖ，ｆ）Ｅ［９（ｔ＋１，Ａ＋１ ，Ｏ，ｋ，ｆ＃）１ハ（ｔ）１ｌ，

６９（
ｆ＃）

和６９（ｔ ち１：（今甘
ｎ）１・（・）

で構成される随伴方程式によっ て行われる。ここで，ｆキｆ＠であ っても６９（ｔ，

Ａ， Ｔ， ヒ， ｆ）／６宇
、（ｖ＠，ｆ＠）は　般に０ではない。これは，現在勤めている企業と

は違う企業であ っても ，転職時における規模間移動を通じて将来勤める可能性

があることが考慮されている事を意味している 。

Ａ叩ｍｄｉｘ３

変数の定義と出典

　　労働時間当たりの決まっ て支払われる現金給与（ ’６４～’８３）

　　　　　　　　　　所定内給与　　　　　　　　（ ’８４～’
８８）

　　　　　　（消費者物価指数でデフレート）

　　　　　　（出典）賃金センサス　　　　　　　　労働省

　　消費者物価指数

　　　　　　（出典）物価指標月報　　　　　　　日本銀行

　　労働時問

　　　　　　（出典）毎月勤労統計調査報告　　　　　労働省

　「決まっ て支払われる現金給与」は労働契約，労働協約，あるいは事業所の

給与規則等によっ て， あらかじめ定められている支給条件，算定方法によっ て

支給される給与を指す。一方，「所定内給与」とは，決まっ て支給される給与

　　　　　　　　　　　　　　　　（８７６）
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のうち，時間外手当，深夜手当などの超過労働給与以外のものを指す。１９８３年

以前と１９８４年以降で賃金センサスの定義が以上のように変更された 。

　　従業者一人当たり付加価値額

　　　　　　（出典）工業統計表　　　　　　　　　　通産省

　　従業者数で測った企業規模別企業数

　　　　　　（出典）工業統計表　　　　　　　　　　通産省

　　業況判断指標（「良い」一「悪い」の％ポイント）

　　　　　　（出典）主要企業短期経済観測　　　　　日本銀行

　　　　　　　　　　全国企業短期経済観測　　　　　日本銀行

　全国調査は１９７４年以降実施されており ，それ以前の主要企業短観からだけで

は規模別の指標が入手できない。そこで，本稿では分析にあたり１９７３年以前の

規模別指標に関しては，１９７４年以降の主要企業の指標を説明変数，各規模の指

標を被説明変数とするような最小自乗法を用い推定したものを用いた。また ，

短観での規模の分類は中企業及び小企業において区分が賃金センサスのものと

は異なっ ている 。

　　企業規模問の就業移動

　　　　　　（出典）就業構造基本調査報告（全国編）総務庁統計局

　　離職率　（出典）雇用動向調査報告　　　　　　　労働省

　　死亡率　（出典）人口動態統計　　　　　　　　　厚生省

１）本稿は ，Ｏｈｋｕｓａ－Ａｎｇａ－Ｂｒｍｅ１１ｏ－Ｋｌｓｈ１－Ｏｈｔａ（１９９０）でシミュレーシ ョンさ

　れたモデルの実証研究に相当する 。

２）両者が一致するのは，労働者の割引率が１の時のみであるが，これはかなり強

　い仮定であると思われる 。

３）ここでの企業規模は，従業者が１ ，ＯＯＯ人以上が大企業，１００人以上９９９人以下が

　中企業，１０人以上９９人以下が小企業とそれぞれ分類されている 。

４）学歴の区分は，ブルー・ カラーでの小学 ・新中卒，旧中 ・新高卒以上，ホワイ

　ト ・カラーでの旧中 ・新高卒，旧大 ・新大卒の４種類である。本文中では小学 ・

　新中卒，旧中 ・新高卒，旧大 ・新大卒を単に中卒，高卒，大卒と呼んでいる 。

（８７７）
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　５）推定された離職率の数値，尤度，分散等の詳しい表は著者に問い合わせて頂き

　　たい 。

　６）推定方法による都合上，１９７８年以後は全ての年齢 ・在職期間の区分で離職率を

　　推定できないので，図１でも１９７８年以前のみが示してある 。

　７）企業規模別での労働者の属性毎の時系列上での平均値は，本稿では収めていな

　　い 。

　８）解雇による離職が ｃｏｍｔｅｒｃｙｃ１１ｃａ１であるという考えに立ては，小企業で離職

　　率が ＣＯｍｔｅｒＣｙＣ１１Ｃａｌであるのは離職が転職ではなく解雇によっ て生じている程

　　度が高い事を意味しているのかも知れない 。

　９）賃金構造の時系列上の変化を調べた唯一の研究にＯｈｋｕｓａ－Ｏｈｔａ（１９９３）があ

　　る。しかし，これもクロス ・セクシ ョン上で賃金構造を推定し，その推定値を時

　　系列的に並べて分析しており ，本稿のように時系列上でデータをプールしていな

　　い 。

１０）この関数形は，ウェニス大学のＧ　Ｂｒｍｅ１１ｏ 助教授のアトハイスによる 。

　１１）　これは，経済成長期には小企業が非常に多く設立されるが，それらはいずれも

　　賃金が低く ，小企業の平均賃金を押し下げる効果として働き，逆に低成長期には

　　そのような企業は現れにくく ，むしろそれまでは比較的に高い賃金を得ている規

　　模の大きな企業が労働者数を減らすことによっ て小企業に分類され，結果として

　　小企業の平均賃金を押し上げる効果の表れかも知れない 。

　１２）正確には，両者の差が１０■６ 以下になっ たときに収束したとみなす 。

　１３）職種は実際には変更可能である。しかし，ブルー・ カラーとホワイト ・カラー

　　間の移動性向が不明であるために，簡単に職種間移動は無いとする 。

　１４）この仮定が非常に強い仮定である事は言うまでもない。しかし，規模間移動に

　　関する情報を十分ではないのでこの仮定をもうける事にする 。

　１５）１９６４～１９８８年での従業員一人当たりの実質付加価値額成長率の平均値は，大企

　　業４ ．６６％，中企業４ ．７６％，小企業４ ．１６％で，業況判断指標の平均値は大企業１０ ．５ ，

　　中企業５ ．７６，小企業０ ．５３である 。

　１６）年齢と在職期問に関しての違いは分析の対象としない理由は，第２節で推定さ

　　れた離職率のグラフから年齢と在職期間に関しての違いが他の要因による違いと

　　比較して小さいと判断されるからである。年齢と在職期間を中心にした分析も可

　　能であり ，今後の課題である 。

　１７）表５の完全な表は著者に問い合わせて頂きたい 。

　１８）Ｎａｋａｍｕｒａ－Ｎａｋａｍｕｒａ（１９９１）によると，ポーナスの賃金に対する弾力性は

　　０，９８４と非常に１に近い 。

　１９）ここでのカルマン　フィルターの手法は，Ｈａｒｖｅｙ（１９８９），Ｇｅｒｓｃｈ－Ｋｌｔａｇａｗａ

（８７８）
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　　　（１９８３），Ｋｌｔａｇａｗａ－Ｇｅｒｓｃｈ（１９８４）が詳しい 。

２０）詳しい説明は，Ｈａｒｖｅｙ（１９９０）を見よ 。
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